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序     文 
 
 

本プロジェクトは、2005年より本プロジェクト対象地域にて行われた事前評価調査「先住民族

生活改善支援基礎調査」の結果に基づき、先住民族の多い地域で、かつ乳幼児死亡の多いケツァ

ルテナンゴ県内の６市において乳幼児死亡の減少と乳幼児保健サービスのケアの改善をめざし、

2005年10月に技術協力「こどもの健康プロジェクト」として開始されました。期待される主な成

果としては、主に県レベルの１次・２次保健医療機関における人口調査をベースとした地区診断、

および管轄地区内のハイリスク児の把握と家庭訪問や、乳幼児死亡分析を通じた保健医療スタッ

フの乳幼児健診の知識・技術の向上をめざしています。さらに、保健ボランティア・薬草ボラン

ティアの育成と地域での保健活動を育成しサポートすることで、地域住民への保健医療施設への

アクセスの向上をめざしています。 

本プロジェクトは2009年６月まで活動を予定しており、今般、協力期間が2007年10月をもって

約半分終了したため、これまでの活動の進捗ならびに協力内容の評価をグアテマラ国側と共同で

実施するため、2007年10月７日から同年10月18日まで、人間開発部第三グループ（保健１）母子

保健チーム長である小林尚行を団長とする中間評価調査団を派遣しました。 

本報告書は、同調査団が実施した調査および協議結果を取りまとめたものです。ここに、本調

査にあたりまして、ご協力を賜りました関係各位に深甚なる謝意を表しますとともに、今後とも

本件技術協力のため、引き続きご指導、ご協力いただけますようお願い申し上げます。 

 

平成19年10月 

 

独立行政法人国際協力機構 

人間開発部長 菊池 文夫 
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評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：グアテマラ共和国 案件名：こどもの健康プロジェクト 
分野：保健医療 援助形態：技術協力プロジェクト 
所轄部署：人間開発部 第三グループ 

保健行政チーム 
協力金額（評価時点）：１億2,900万円 
          （2007年10月時点） 

先方関係機関：厚生省、ケツァルテナンゴ県保健
事務所 

日本側協力機関： 

協力期間 （R/D）：2005年９月29日 
2005年10月１日～2009年 
９月30日 

他の関連協力： 
１－１ 協力の背景と概要 
グアテマラ国（以下、「グ国」と記す）厚生省は「国家レベルでの保健体制の整備及び地

方分権化」を目標の１つとし、特に地方村落部における保健医療サービスの拡充に注力して
いる。本プロジェクトの対象地域であるケツァルテナンゴ県は、首都グアテマラ・シティよ
り西200kmの中西部高原地域の中心に位置し、マム語とキチェ語を話す先住民が多く居住し
ており、母子の健康状態の改善が重要課題として認識されている。事前評価調査を通じて、
妊産婦死亡率が低減の傾向にあることが確認されたが、それに比べ乳幼児死亡率、特に乳児
死亡率については著しい改善が見られていないことが明らかとなった。また、子供が風邪や
下痢で重症化しているのは、両親の知識不足のために保健医療施設へ子供を連れて行くのが
遅れていることや、保健医療施設での診療や治療が適切でないことが主な原因であることも
判明した。ケツァルテナンゴ県を含めてグ国の乳児死亡の原因は、呼吸器感染症と下痢症で
過半を占めている。 
このような背景のもと、グ国政府は、ケツァルテナンゴ県を対象とした乳幼児死亡率の低

減を目標として、技術協力を要請し、これを受け、我が国は2005年10月から４ヵ年の予定で
本プロジェクトを実施中である。なお、本プロジェクトは「ケツァルテナンゴ県６市におけ
る地域保健向上プログラム」の一環として実施され、青年海外協力隊員（看護師、助産師、
栄養士）との連携の下に実施されている。 
プロジェクト開始から１年10ヵ月を経過し、これまでの進捗状況のレビュー、課題、問題

分析、調査結果を基に、今後の活動計画とめざすべき目標の再確認を行った。 
 
１－２ 協力内容 
（１）上位目標 

ケツァルテナンゴ県のプロジェクト対象地域における乳幼児（５歳未満）の死亡率が
減少する。 

 
（２）プロジェクト目標 

対象地域における乳児（１歳未満）が呼吸器感染症や下痢症による重症に陥らない。 
 
（３）成果 

１）乳児が呼吸器感染症や下痢症による重症に陥る前に医療従事者が質の高いケアを提
供する。 
２）乳児の呼吸器感染症や下痢症に対するケアについて、家族の知識や技術が向上する。 
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（４）投入（評価時点） 
日本側： 
専門家派遣 延べ５名 機材供与 2,560,312.61GTQ 
研修員受入 延べ６名 ローカルコスト負担 

 （現地業務費） 1,685,029.04GTQ 
 

グ国側： 
カウンターパート配置 延べ19名 機材購入 現地通貨 GTQ 
土地・施設提供 プロジェクト事務所 ローカルコスト負担 現地通貨 GTQ 
（厚生省、ケツァルテナンゴ県保健事務所内） 

 

２．評価調査団の概要 

担当業務 氏 名 所 属 

団長 小林 尚行 JICA人間開発部 母子保健チーム チーム長 
協力計画 中窪 優子 JICA人間開発部 母子保健チーム ジュニア専門員 
評価分析 村松 啓子 システム科学コンサルタンツ株式会社 

調査者 

通訳 福井 美子 JICE通訳 
調査期間：2007年10月７日～18日 評価種類：中間評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 
（１）「成果１：乳児が呼吸器感染症や下痢症による重症に陥る前に、保健医療施設におい

て質の高い保健医療サービスが提供されるようになる」の達成状況 

成果指標 達成度 

呼吸器感染症や下痢症に罹った乳児の
85％以上が保健医療サービスを利用する。 

「呼吸器感染症や下痢症に罹った乳児」の
医療施設利用件数が、2002年の５万9,820
件から2006年の８万7,222件に増加した。 

保健ポスト、保健センターの保健スタッフ
が来院するすべての両親に対して呼吸器
感染症や下痢症についての健康教育を行
う。 

集計システムが整った2007年の乳幼児健
診受診者数は、対象６市の５歳未満児が
１万8,115人おり、これに対して合計7,571
人が乳幼児健診を受けている。延べ件数で
はあるが42％が呼吸器感染症や下痢症に
ついての健康教育を受けた。 

リスクと呼吸器感染症および下痢症に係
るケアについて、保健スタッフの知識が向
上する。 

プロジェクト開始時から現在に至るまで、
対象地域の医療従事者ほぼ全員の51人が
計30回研修を受けたことで、呼吸器感染症
や下痢症についての危険な兆候とケアに
ついての知識が向上している。  

（２）「成果２：乳児の呼吸器感染症や下痢症に対するケアについて家族の知識や技術が向
上する」の達成状況 
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成果指標 達成度 

乳児を持つ母親の80％以上が、呼吸器感染
症や下痢症の乳児の基本的なケアと栄養
についての知識を持つ。 

乳児を持つすべての親が呼吸器感染症や
下痢症の危険な兆候を判別するための知
識を持つ。 

乳児の80％以上が乳幼児健診を受診する。 

ボトムアップの活動を行うための準備段
階で、保健ボランティアを組織化しようと
したが組織化が遅れたこと、活動に必要な
薬草についての教育教材である薬草フリ
ップチャート「こどもの為の８つの薬草」
の制作が遅れたために、「成果２」の進捗
は全体的に遅れた。 

乳児を持つ両親の90％以上が呼吸器感染
症や下痢症の乳児に対する伝統医療につ
いて適切な知識を身につける。 

2006年６月より現在に至るまで、計49人の
薬草ボランティアと計104人の保健ボラン
ティアが選ばれ、９ヵ所で毎月トレーニン
グを受けながら活動を始めている。 

 
３－２ 評価結果の要約 
（１）妥当性 

「保健基本政策（Políticas de Salud 2004－2008）」の条項「健康に関する国民需要を
質・倫理・公正性に鑑みた各レベルにおける医療サービスの提供を通じて充足させる」
と、国家保健優先項目（Prioridades de Salud País）にある「妊産婦死亡と新生児死亡」
に合致しているほか、「貧困削減戦略文書（PRSP）」では地方の先住民族居住地域を重
点地域とすることから、ケツァルテナンゴ県における乳幼児の死亡率を低減する活動は
上記政策の具現化が図れるものであり、妥当性がある。また、対象６市は、統計上人口・
保健指標の状態の悪い地域で、かつ厚生省と契約しているNGOが保健活動を実施して
いる地域と重複していない。JOCV（Japan Overseas Cooperation Volunteers：青年海外協力
隊）チームと緩やかな連携を持ってプロジェクト活動を行う上でチーム構成人数が６人
に対して６市が選定された。地域性、地域数共に無理なく妥当な選択である。 

 
（２）有効性 

保健所（Centro de Salud：CS）・診療所（Puesto de Salud：PS）における医療従事者の質
は、医療従事者が乳児死亡の原因を考えるという自発的な発想を持ち、改善計画への自
主性を持ち始めたこと、乳児検診の成長曲線を見て子供のリスクを予測し始めたこと、
乳児の重篤患者やハイリスク患者を家庭訪問してフォローアップしていることなど、乳
児が呼吸器感染症や下痢症による重症に陥らない態度の改善が見られている。 
医療従事者が実施する健康教育の実施率、母親への定着度はモニタリングによる数値

化がいまだ困難な点があるものの、医療従事者の前向きな活動傾向は14医療施設中13
ヵ所で見られた。 
保健ボランティアのトレーニングで非識字者であったボランティアがモニタリン

グ・チャートに記入できるようになり、モニタリングの精度に信頼性が生まれてきてい
る。また、保健ボランティアの組織化によるボランティア・ネットワークのボトムアッ
プにより、乳幼児健診の受診率が向上傾向にある。一方、医療従事者や保健ボランティ
アらによって乳幼児を持つ母親に健康教育「基礎的な５つのケア」と薬草教材「こども
の為の８つの薬草」が普及し始め、少しずつ定着し始めている。 
このような数値の上昇傾向は、医療従事者の質が向上し、乳児の親が呼吸器感染症や
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下痢症のケアについての知識を持ち始めていると判断でき、プロジェクト目標の達成は
見込みがあると判断する。 

 
（３）効率性 

プロジェクト開始時より長期専門家と短期専門家がほぼ計画どおり、かつ政情に臨機
応変に対応して投入できたことによって、活動は効率的に行われた。また、連携して活
動しているJOCVチーム派遣は看護師・助産師・栄養士といった専門性を有した人材が
投入され、専門家チームと連携して効率性の高い投入となった。このように専門家チー
ムが主に保健行政・運営側に対して技術移転する一方、JOCVチームが高い質を保ちつ
つ面的広がりを持ってCS・PS・コミュニティといった地域活動に当たれた効果は大き
く、効率性は高いと評価できる。 
対象地域におけるカウンターパート（C/P）の人数はおおむね適切であったが、プロ

ジェクト地域が首都から離れていることから基本的に中央の厚生省と連携が取りにく
い上、厚生省におけるC/Pが次官という要職にあったことから、具体的な業務の連携に
結びつきにくかった。その反面、地域で活動するNGOおよび薬草による自然療法を促
進しているNGOとの連携を持つことで、先住民族に受け入れられやすい地域密着型の
活動をめざしたことは、人的資源に限りのあるプロジェクト活動において、活動地域の
拡大と効率性に貢献した。 

 
（４）インパクト 

保健ボランティアが組織化されつつあり、ネットワーク化されていくと、コミュニテ
ィにおける保健ボランティアという点の活動が相互扶助による反復と標準化につなが
り、加えて医療従事者との対等な連携が生まれている。 
プロジェクト対象地域以外の医療従事者への乳幼児検診や健康教育のトレーニング

が波及し、他地域でも活動が開始されている。プロジェクト地域に配置された医学生、
地域地図・人口調査に参加した医学生はプロジェクト活動に触発されて、医師となった
現在、子供の死亡に対する意識が高く、良い診療活動を実施しているとの報告があった。 
また、伝統的産婆（Traditional Birth Attendant：TBA）が薬草教材を導入したいと希望

して、訪ねてくるようになってきている。現時点では、負のインパクトは特に確認でき
ない。 

 
（５）自立発展性 

プロジェクト活動を継続するための実施体制は確立しており、県保健事務所との協力
態勢も整いつつある。末端の医療施設に勤務する医師・准看護師らは政権交代に伴う人
事異動はほとんどないが、中央の厚生省は政権交代の影響を受け、C/Pである次官がプ
ロジェクト開始時から既に３回交代している。したがって、政権交代の影響を極力抑え
る必要がある。 
本プロジェクトはなるべくコストをかけないで工夫しているため、本プロジェクト終

了後も同様の予算配分を行えれば活動が継続される可能性もある。ただし、少ないとは
いえプロジェクト運営にかかった活動経費をC/Pであるケツァルテナンゴ県保健事務所
が独自の予算で実施するように、あらかじめ活動範囲等を計画しておくことが必要であ
る。 
医療従事者の多数派である准看護師や保健スタッフらは地域出身者が多いことから、
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人事異動面での人材流出はほとんどなく、専門家が直接トレーニングした医療従事者や
保健ボランティアの技術は定着する可能性は高い。しかしながら、真の技術の定着には
反復と継続的指導が必要であり、プロジェクト実施期間中に自立できる人材の育成と技
術レベルを保持していく仕組みづくりが重要である。さらに、現時点では移転された技
術のモニタリング（直接的には医療従事者や保健ボランティア、間接的には裨益する乳
幼児の親）は四半期ごとであり、結果には時間がかかると推測される。 
また、医師や看護師は地元出身でない場合が多いため、希望して異動していく可能性

がある。彼らは保健センター・保健ポストでは少人数であるが権限を持ち、施設運営に
おいて影響力があることから、人事異動の可能性を考慮して活動する必要がある。 

 
３－３ 効果発現に貢献した要因 
（１）計画内容に関すること 

限られた人数と期間の専門家の投入に対して、CS・PSにはJOCVチームがネットワー
クを形成しつつ常在した活動を展開し、活動が促進できた。 

 
（２）実施プロセスに関すること 

コミュニティでは先住民族の習慣を熟知したNGOが介入することによって地域に密
着した活動が促進できた。 

 
３－４ 問題点および問題を惹起した要因 
（１）計画内容に関すること 

現時点では特になし。 
 
（２）実施プロセスに関すること 

厚生省が1999年より他ドナー（USAID、GTZ、UNICEF、PAHO等）の資金援助によ
って、医療従事者が不足している地域の診療活動をNGOに委託している事業「Extension 
de Cobertura」は、本プロジェクトと活動地域が重複しないよう厚生省と合意している。
しかし、地域地図の作成において、スペインのNGO活動と重複した。今後も対象地域
内にあれば活動を均質にしたい本プロジェクトと同様の拮抗関係が生じる可能性があ
り、これからは活動の相互理解と連携を構築していく必要性があるであろう。 
中米における麻疹と風疹の撲滅の最終国として厚生省がPAHOの支援によって強力

に勧める予防接種キャンペーンがあると、CS・PSのすべての通常活動が１ヵ月以上も
停止してしまう。さらに、キャンペーン中のトレーニングとなると全く実施できない状
態に陥ってしまい、トレーニングの延期や短期専門家の派遣時期を変更せざるを得なか
った。 

 
３－５ 結 論 
本プロジェクトは、実施されてから現在まで計画された活動の多くが、おおむね予定どお

り実施され、期待されていた活動の成果は順調に発現しつつある。その裏付けとして、短期
間の比較であるためわずかではあるが、指標の改善が認められ、基盤となるCS・PSの活動
の標準化、ケツァルテナンゴ県保健事務所によるモニタリングの必要性を強く認識した。た
だし、C/Pと同様に計画に欠かせないNGO（薬草NGOなど）との連携強化など、活動に十分
な配慮と対策が必要である。今後も活動が計画的に実施されるために、関係機関による必要
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な措置が講じられれば、プロジェクト目標の達成は可能であろう。 
 
３－６ 提 言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 
プロジェクト活動は保健医療従事者の能力によるところが多いため、今後の保健／薬草ボ

ランティア活動では、継続性／発展性を踏まえ、保健／薬草ボランティアをより包括的にサ
ポートしていくメカニズムづくりについて、今後、検討することを勧める。 
将来、プロジェクト活動をケツァルテナンゴ県の他地域に拡大していくには、プロジェク

ト活動において確立されつつある包括的な乳幼児保健サービスの計画／運営／モニタリン
グ機能を県保健事務所にて強化していくことを勧める。 
本プロジェクト活動をグ国全域に活用していくためには、プロジェクトの成果を中央政府

の政策に反映させていくことが重要である。これに関し国際協力局を通じた、厚生省内のプ
ログラム関連部局と連携を図っていくための調整メカニズムをつくり、制度化に向けて検討
していくことを勧める。 
プロジェクト対象地域でのNGO委託地域においては、乳幼児への保健サービス内容が異

なっている。これらの地域で死亡率を削減していくためには、これらの地域の情報を分析し
対応を図っていくことが必要である。 
 
３－７ 教 訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、

実施、運営管理に参考となる事柄） 
本プロジェクトにおいては、子供の健康を改善するためにコミュニケーション・スキルの

研修、保健／薬草ボランティア育成を通じたアクセス改善といった多角的な取り組みが行わ
れている。本プロジェクトに類似した地域環境で包括的小児保健サービスを展開するには、
これらの取り組み方法は有用である。 
本プロジェクトでは、低予算でありながらローカル・リソースを最大限活用することよっ

て、自立発展性を高めようとしている。 
 
３－８ フォローアップ状況 
中間評価時点では特になし。 
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第１章 中間評価調査団の派遣 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

１－１－１ 経 緯 

グアテマラ国（以下、「グ国」と記す）厚生省は「国家レベルでの保健体制の整備および

地方分権化」を目標の１つとし、特に地方村落部における保健医療サービスの拡充に注力し

ている。本プロジェクトの対象地域であるケツァルテナンゴ県は、首都グアテマラ･シティ

より西200kmの中西部高原地域の中心に位置し、マム語とキチェ語を話す先住民が多く居住
しており、母子の健康状態の改善が重要課題として認識されている。事前評価調査を通じて、

妊産婦死亡率が低減の傾向にあることが確認されたが、それに比べ乳幼児死亡率、特に乳児

死亡率については著しい改善が見られていないことが明らかとなった。また、子供が風邪や

下痢で重症化しているのは、両親の知識不足のために保健医療施設へ子供を連れて行くのが

遅れていることや、保健医療施設での診療や治療が適切でないことが主な原因であることも

判明した。ケツァルテナンゴ県を含めてグ国の乳児死亡の原因は、呼吸器感染症と下痢症で

過半を占めている。 

このような背景のもと、グ国政府は、ケツァルテナンゴ県を対象とした乳幼児死亡率の低

減を目標として、技術協力を要請し、これを受け、我が国は2005年10月から４ヵ年の予定で

本プロジェクトを実施中である。なお、本プロジェクトは「ケツァルテナンゴ県６市におけ

る地域保健向上プログラム」の一環として実施され、青年海外協力隊員（看護師、助産師、

栄養士）との連携の下に実施されている。 

プロジェクト開始から１年10ヵ月を経過し、これまでの進捗状況のレビュー、課題、問題

分析、調査結果を基に、今後の活動計画とめざすべき目標の再確認を行う。 

 

１－１－２ 調査内容 

（１）プロジェクト関係者との意見交換を行い、プロジェクトの進捗状況の確認・指標の達

成状況と課題、プロジェクト運営上の問題点の把握を行う。 

（２）運営指導調査団により提言された内容の実施状況と進捗状況の把握、および問題点や

解決策を関係者で検討する。 

（３）これらの調査結果を基に、日グ合同で現在までの活動状況をレビューし、DAC
（Development Assistance Committee：開発援助委員会）の評価５項目にて評価する。この
評価結果を基に、より効果的なプロジェクト運営について協議を行う。 

（４）2007年５月に改定されたPDMに関し、新しい指標と活動内容の妥当性について協議す
る。 

（５）一連の協議を通じて、日グ双方で合意した事項についてはミニッツに取りまとめる。 
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１－２ 調査団の構成 

担 当 氏 名 所 属 

団長 小林 尚行 JICA人間開発部 母子保健チーム チーム長 

協力計画 中窪 優子 JICA人間開発部 母子保健チーム ジュニア専門員 

評価分析 村松 啓子 システム科学コンサルタンツ（株） 

通訳 福井 美子 JICE通訳 

 

１－３ 調査日程 

日順 日付 曜日 移動および業務 

15:55 成田発（CO006）  

1 10月7日 日 
13:55 ヒューストン着 
19:15 ヒューストン発（CO453） 
21:08 グアテマラ・シティ着 （全団員 ４名） 

2 10月8日 月 

8:45～9:00 JICAグアテマラ駐在員事務所打合せ、 
10:00 厚生省表敬（調査団・工藤リーダー、水野調整員、DR/Diego, 

Dr Juan Carlos）（表敬・①②を併せ1時間）、評価方法等説
明（調査団） 

ケツァルテナンゴ県へ移動（４～５時間要す） 
プロジェクト専門家との打合せ 

3 10月9日 火 

午前：カホラ保健センター視察 
午後：プロジェクト対象地域（６市）の関係者・JOCV４名との会

議（合計約50名） 
① 各地域における進捗状況のプレゼンテーション 
② 質疑応答 

4 10月10日 水 

午前：カブリカン保健センター業務状況視察 
午後：日本人プロジェクト専門家と県保健事務局にて協議（ミニ

ッツ・報告書の評価提言部分について協議） 
夕／夜：ミニッツ・報告書作成作業（日・西語） 

5 10月11日 木 

午前：日本人プロジェクト専門家ならびにC/Pと県保健事務局にて
ミニッツ・報告書案を最終確認、国際協力局へミニッツ・
評価報告書送信 

午後：グアテマラシティへ移動、資料整理 

6 10月12日 金 
午前：厚生省担当者とミニッツ最終案と報告書最終案協議 
午後：合同調整委員会（C/Pからの活動状況報告プレゼン）、調査

団からのプレゼン、ミニッツ協議、ミニッツ署名 

7 10月13日 土 団内協議・報告書作成 

8 10月14日 日 報告書作成 

9 10月15日 月 
14:30 在グアテマラ日本大使館報告、JICAグアテマラ駐在員事務

所報告 
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10 10月16日 火 

（小林団長） 
17:05 グアテマラ･シティ発 

（IB6302/J） 

（中窪・村松・福井） 
15:40 グアテマラ･シティ発 

（MX384） 
18:35 メキシコ着 

11 10月17日 水 
14:30 マドリッド着 
16:30 マドリッド発（BA7058/J）
17:50 ヒースロー着 

9:00 メキシコ発（AM646） 
11:10 ロス着 
13:20 ロス発（JL061） 

12 10月18日 木 16:40 成田着 

* 10月19日 金 

* 10月20日 土 

ロンドンにて会議 
（Women Deliver） 

* 10月21日 日 19:00 ヒースロー発（JL402） 

* 10月22日 月 14:45 成田着 

 

 

１－４ 主要面談者 

 １－４－１ グ国側関係者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Dra.Maria Amelia Flores Gonzalez 厚生省次官
Dra. Virginia Moscoso 厚生省次官アドバイザー
Licda. Ada Guisela Rodriguez de Aldana 厚生省国際協力局長
Licda. Leticia Ramirez SEGEPLANコンサルタント
Dra. Judith Cifuentes IRAS-ETAS技術顧問 
Dra. Ana Castellanos IRAS-ETASコーディネーター 

Licda Maria Josefa Osorio de Isaacs
Coordinadora de la Unidad  de Enfermeria
Nacional en Servicio-MSPASコーディネー
ター

Licda.  Ninette Sigui Fajardo
Depto Formación Recursos Humanos-
MSPAS研修部長

Dr. Diego Manrique De Leon 県保健事務所長(ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｰｼﾞｬｰ）
Dr. Juan Carlos Moir 県保健事務所疫病対策課課長
Lic. Alicia Perez Galvez 県保健事務所看護課課長
Lic. Carmen Ochoa 県保健事務所心理療法課課長
Dr. Edilio Ovalle ﾊﾟﾚｽﾁﾅ保健ｾﾝﾀｰ長
Dr. Ramon Ovalle ｶﾌﾞﾘｶﾝ保健ｾﾝﾀｰ長
Sr. Candido Reyes ｶﾌﾞﾘｶﾝ市長
Dr. Raul Alejandro Maldonado ｶﾎﾗ保健ｾﾝﾀｰ長
Dr. Jorge Antulio Valdez ｶﾝﾃﾙ保健ｾﾝﾀｰ長
Dr. Ramon Boanerges Ovalle Soto ｶﾌﾞﾘｶﾝ保健ｾﾝﾀｰ長
TSR. Merita Julissa Garcia Tècnica Salud Ruralｶﾎﾗ保健ｾﾝﾀｰ保健師
Lic. Gloria Rivera ｶﾎﾗ保健ｾﾝﾀｰ看護師
Lic. Rogelia Leonor Rivera ｼｪｶﾑ（ｶﾎﾗ）保健ﾎﾟｽﾄ看護師
Enfermera Auxiliar Roselia Victorina Ramos Ramirez ﾊﾟｼｮﾌ（ｳｲﾀﾝ）保健ﾎﾟｽﾄ看護師
Enfermera Auxiliar. Elsy Alverty Morales Cifuentes ｶﾙﾒﾝ（ﾊﾟﾚｽﾁﾅ）保健ﾎﾟｽﾄ看護師

グアテマラ国側関係者
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 １－４－２ 日本側関係者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

斉藤寛志 在グアテマラJICA事務所長
坪井創 在グアテマラJICA事務所員
光岡真希 在グアテマラJICA事務所企画調査員
Dra. Glenda Carol Martinez Franco 在グアテマラJICA事務所ローカルスタッフ
花輪信明 SEGEPLANアドバイザー

三浦亜希
青年海外協力隊員ケツァルテナンゴ県パレ
スチナ保健センター派遣(17年度2次隊)

片岡徹也
青年海外協力隊員ケツァルテナンゴ県シェ
カム保健ポスト派遣（18年度3次隊）

本間真知子
青年海外協力隊員ケツァルテナンゴ県カブリ
カン保健センター派遣（19年度1次隊）

工藤芙美子 プロジェクト総括
水野定敏 プロジェクト調整員
Maria Garcia Maldonado 秘書兼ｺｰﾃﾞｨﾈｲﾀｰ

JICA側関係者

プロジェクト専門家
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第２章 中間評価の方法 
 

本調査は、プロジェクト・サイクル・マネージメント（Project Cycle Management：PCM）
手法で用いられるPDMを活用し、評価を実施した。今回の評価調査にあたっては、討議議事録
（Record of Descussion：R/D）締結時に作成されたＰＤＭゼロバージョンに基づいて評価デザイ
ン（評価グリッド）を作成した。これは評価分析団員が原案を作り、調査団と現地のプロジェ

クト関係者で協議・合議されたものである。 

 

２－１ 評価調査項目 

本評価調査は、プロジェクトの実績と実施プロセスの確認に加え、PCM手法が示す「評価5
項目」を評価の対象とした。項目の詳細については、「付属資料４.評価グリッドと回答」を参

照のこと。 

 

 ２－１－１ 実績の確認 

PDMに記載された上位目標、プロジェクト目標、成果の指標がどの程度達成されたか、ど
のような投入がなされたかを確認した。達成度に関しては、既存の資料およびプロジェクト

専門家報告書と活動報告プレゼンテーションにおけるカウンターパート（C/P）の発表から
総合的な判断を行った。 

 

 ２－１－２ 実施プロセスの確認 

プロジェクト活動の進捗、モニタリング・評価活動、日本人専門家とC/Pの協力関係、外
部条件の影響、厚生省および県におけるプロジェクトのオーナーシップなどを確認した。こ

れらについては、パイロット県活動報告プレゼンテーション、既存の資料に基づいて判断を

行った。 

 

２－２ 調査対象者と情報・データ収集方法 

 ２－２－１調査対象者 

グ国側 
 

厚生省SIAS（保健サービス統合計画局） 
ケツァルテナンゴ県保健事務所 

日本側 
 
 

長期専門家 
青年海外協力隊（JOCV） 
JICA本部・グアテマラ事務所担当者 

 

２－２－２ 情報・データ収集方法 

R/Dをはじめとする各種報告書のデータ、プロジェクト活動報告書などに基づき「評価グ
リッド」を作成し、プロジェクトの現状とログフレームを確認した。 

「評価グリッド」に基づいてC/P、専門家、青年海外協力隊（ Japan Overseas Cooperation 
Volunteers：JOCV）隊員、グ国側関係機関（厚生省およびケツァルテナンゴ県保健事務所）
等へのインタビュー、質問票の配布などを行い、関連情報を収集した。 
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第３章 調査結果 
 

３－１ プロジェクト概要と背景 

３－１－１ プロジェクト概要 

（１）協力期間 

2005年10月１日～2009年９月30日 

 

（２）協力総額（日本側） 

２億100万円（中間評価時の2007年10月時点で１億2,900万円支出） 
 

（３）相手先機関 

厚生省 

経済企画庁 

ケツァルテナンゴ県保健事務所 

 

（４）プロジェクト対象地区 

ケツァルテナンゴ県内の６市：カブリカン、ウィタン、パレスチナ･デ･ロス･アルト

ス、カホラ、サン･ミゲル･シギラ、カンテル 

 

（５）裨益対象者 

・ターゲットグループ：対象地域の乳児と両親（R/D時） 
・対象地域の人口：105,809人 

 

（６）プロジェクト上位目標 

ケツァルテナンゴ県のプロジェクト対象地域における乳幼児（５歳未満）の死亡率が

減少する。 

 

（７）プロジェクト目標 

対象地域における乳児（１歳未満）が呼吸器感染症や下痢症による重症に陥らない。 

 

（８）成果 

１）乳児が呼吸器感染症や下痢症によって重症に陥る前に、医療従事者が質の高いケア

を提供する。 

２）乳児の呼吸器感染症や下痢症に対するケアについて、家族の知識や技術が向上する。 

 

３－１－２ プロジェクトの背景 

（１）当該国の乳幼児保健サービスの状況 

グ国は、北米ユカタン半島南西部に位置し、国土面積10万9,000km2、人口1,230万人
（2003年）、１人当たり国民総生産（GNP）2,186USドル（2004年）である。中米最後の
内戦が36年続いたのち、1996年に和平協定が締結されたが、国民の約25％が極貧層（「人
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間開発報告書」UNDP2005年）であることに示されるように、社会経済への影響はいま
だ残っており、国民の健康や生活基盤の整備が遅れている。 

同国は中米５ヵ国の中で、平均余命が66歳、（公用語であるスペイン語の）成人識字

率が67.3％、人間開発指数（Human Development Indicator：HDI）が0.62とそれぞれ最も低
い水準にあり、グ国のHDI順位は世界174ヵ国中120位、ラテンアメリカ諸国33ヵ国と比
較しても、最下位のハイチに次いで低い。特に、母子保健に係る指標において、乳幼児

死亡率（Infant Mortality Rate：IMR）35／出生1,000人、５歳未満児死亡率（Under 5 years old 
children Mortality Rate：U5MR）47／出生1,000人、妊産婦死亡率（Maternal Mortality Rate：
MMR）240／出生10万人と中南米・カリブ諸国平均を上回り、また罹患率においても小
児の急性呼吸器疾患（Acute Respiratory Infection：ARI）、下痢症や感染症が上位を占めて
いる。よって、貧困対策や人間の安全保障の面からも保健医療サービスの改善・強化が

急務となっている。 

 

表３－１ グ国の主な保健指標 

指 標 グアテマラ 中米･カリブ諸国平均 

総人口 12,621,301人 － 

人口増加率 2.6％ 1.6％ 

平均余命 66歳 71歳 

合計特殊出生率（TFR） 4.3 2.4 

乳幼児死亡率（IMR） 35.0/出生1,000人 28.0/出生1,000人 

５歳未満児死亡率（U5MR） 47.0/1,000人 33.0/1,000人 

妊産婦死亡率（MMR） 240/出生10万人 193/出生10万人 

訓練された介助人による出産 41.0％ － 
出典：Country Profile 2004 World Bank 

 

１）死亡構造：主要死亡原因となっている感染症（表３－２（1）、（2）参照） 

厚生省（Ministerio de Salud Pública y Asistancia Social：MSPAS）の保健統計によ
ると、2004年におけるグ国全体の主要な死亡は、肺炎、下痢症、銃器による外傷で、

小児死亡においても肺炎、下痢症、敗血症と感染症が上位を占めており、感染症が死

亡対策の急務となっていることが明らかである。成人死亡は生活習慣病である循環器

疾患・糖尿病・癌に起因するものが多く、小児死亡においては未熟児死亡や出産時の

胎児死亡が多いことから、出産時におけるケアが十分でないことを示唆している。 
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表３－２（1） グ国全体の主要死亡原因 表３－２（2） グ国１歳未満児の

主要死亡原因 

順
位 

疾患名 
合計 
件数 

（％） 

1 気管支肺炎･肺炎 2,170 31.5 
2 急性下痢症 619 9.0 
3 敗血症 499 7.2 
4 未熟児死亡 268 3.9 
5 発熱 174 2.5 
6 原因不明 126 1.8 
7 腸管閉塞 101 1.5 
8 出産時胎児窒息 100 1.5 
9 栄養失調 82 1.2 
10 先天性疾患 73 1.2 
 その他 2,676 38.9 
 合計 6,888 100.0 

 

 

２）疾病構造：医療サービスの質を反映する母子保健分野（表３－３（1）、（2）参照） 

感染症疾患では、首位のARIが年間に延べ100万人近くの罹患を示しており、悪化し
て肺炎を併発した場合は致死率が高い。また、消化器系寄生虫症や下痢症は、小児の

罹患に依るものと考えられ、小児ケアの改善が急務であることがうかがわれる。 

非感染症疾患で首位に位置しているのは女性の貧血であり、これは途上国において

最も対策の遅れている健康問題の一つである。妊婦と５歳未満児は鉄欠乏性貧血（Iron 
Deficiency Anemia：IDA）のハイリスク･グループであり、出産時の重度の貧血は母体
死亡のみならず、胎児への酸素不足による早産･死産を誘発する。また、成長の著し

い小児は貧血を起こし易く、貧血によって知力や運動能力の低下を招く。このような

疾病構造にかんがみ、母子保健サービスに係る強化が急務であることが明らかである。 

 

順
位 

疾患名 
合計 
件数 

全体
（％） 

男性
（％） 

女性
（％） 

1 気管支肺炎・肺炎 7,168 21.0 7.7 6.2 
2 急性下痢症 1,782 3.5 1.9 1.6 
3 銃器による外傷 1,704 3.3 3.0 0.3 
4 急性心筋梗塞 1,634 3.2 1.8 1.4 
5 栄養失調 1,011 2.0 1.0 1.0 
6 肝硬変 957 1.9 1.4 0.5 
7 糖尿病 887 1.7 0.8 1.0 
8 脳血管性疾患 830 1.6 0.8 0.8 
9 心不全 703 1.4 0.6 0.7 
10 胃癌 666 1.3 0.6 0.7 
 その他 34,130 66.3 37.7 28.6 
 合計 51,472 100.0 57.2 42.8 

出典：Memoria Annual 2004 厚生省 
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表３－３（1） グ国の主要感染症罹患数 

順
位 

主要感染症 
疾患名 

合計 
件数 

男性
（％） 

女性
（％） 

1 急性呼吸器系
疾患（ARI） 

989,695 13.6 17.1 

2 消化器官寄生虫症 433,409 6.0 7.5 
3 急性下痢症 346,743 5.1 5.6 
4 気管支肺炎・肺炎 202,116 3.1 3.2 
5 急性扁桃腺炎 111,463 1.2 2.2 
6 アメーバ感染
症 

64,414 0.8 1.2 

7 マラリア 45,575 0.7 0.7 
8 ウィルス性結
膜炎 

27,847 0.4 0.5 

9 ダニ 15,020 0.2 0.3 
10 気管支炎 14,559 0.2 0.2 
 その他 972,424 12.1 18.0 
 合計 3,223,275 43.5 56.5  

表３－３（2） グ国の主要非感染症罹患数 

順
位 

主要非感染症 
疾患名 

合計 
件数 

男性
（％） 

女性
（％） 

1 鉄 欠 乏 性 貧
血症（IDA） 

301,296 3.9 8.8 

2 胃炎 212,836 2.6 6.3 
3 皮膚炎 202,908 3.9 4.7 
4 尿路感染症 153,892 1.8 4.7 
5 偏頭痛 90,115 1.1 2.7 
6 リ ュ ー マ チ
性関節炎 

88,194 1.3 2.4 

7 神経痛 46,467 0.5 1.5 
8 事故による外
傷 

34,710 0.9 0.5 

9 腰痛 29,353 0.5 0.7 
10 外傷 26,688 0.7 0.5 
 その他 1,185,352 21.6 28.3 
 合計 2,371,811 38.9 61.1  

出典：Memoria Annual 2004 厚生省 

 

一方、グ国のHIV/AIDS感染は急速に増加しており、およそ人口の1.1％（想定範囲：
0.6～1.8％）が感染していると推測されている。感染経路として、75％が異性間性感

染、17％が同性間性感染、１％が母子感染である。このような現状にかんがみ、「国

家STD/HIV/AIDS対策５ヵ年計画（Plan Estratégico Nacional ITS/VIH/SIDA 1999-2003）」
が更新され、次の5ヵ年計画（2004～2008年）が策定されている。 

 

表３－４ 2003年におけるグ国のHIV/AIDS感染推計 

成人（15～49歳）のHIV罹患率 0.1％（範囲：0.1～0.2％） 

成人（15～49歳）のHIV/AIDS発症数 90,000人（範囲：45,000～150,000人） 

成人女性（15～49歳）のHIV/AIDS発症数 20,000人（範囲：10,000～32,000人） 

2003年までのAIDS死亡数（小児含む） 44,000人（範囲：22,000～75,000人） 
出典：UNAIDS 2005 
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（２）グ国の先住民族に関連する保健関連の問題点 

１）グ国の先住民族 

2002年の国勢調査によると、国民は、混血系（メスティソ）が50％、先住民系（イ

ンディヘナ）が40％、白人系が2％程度である。441万人強いる先住民族の分類は、そ

の言語使用に基づく言語共同体によりなされ、最大の集団はキチェ（127万人）で先

住民人口全体に対して29％、以下順に、ケクチ（85万2,000人）19％、カクチケル（83
万3,000人）19％、マム（61万7,000人）14％で、これら上位の４グループで先住民族
人口の8割を占めている。 

図３－１に示すとおり、主な先住民族４グループは西部、南部および北西部に居住

が多く、混血系が都市型の住民であるのに対して、先住民系は農村人口比が高い。 

 

  

出典：http://www.ethnologue.com 

図３－１ グ国の主な先住民族の言語グループによる人口分布 

 

２）先住民族の貧困問題 

一般的な貧困ラインは、１人当たりの年間消費額543USドルで、これは１日当たり
の必要最低摂取カロリーは満たせるが、食費以外は十分な消費が望めない水準である。

このラインの下が極貧ラインで、１人当たりの年間消費額240USドル以下の生活で、
汎アメリカ地域保健機構（Pan American Health Organization：PAHO）中米パナマ栄養学
研究所（Instituto de Nutrición de Centromérica y Panamá：INCAP）が推奨する１日最低摂取
カロリーを満たすことができない水準である。 

表３－５によると、先住民族のほうが非先住民族に比べて貧困ライン以下の割合が

高く、さらに極貧ラインの割合が高く深刻であることがわかる。また、別の統計によ

ると、先住民族の場合は農村貧困の割合が高く、メソティソの場合は都市貧困の割合

が高い。また、貧困層は非識字者の割合が高くなっている。総じて所得の分配格差は

著しく、10％の上流階層が国民全体の所得の47％を占有し、先住民族の大半が小規模

零細農業に従事しており貧困から脱却できない状況にある。 
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表３－５ 民族別貧困分布 

（単位：人） 

 人口 貧困ライン以下 貧困ではない 

3,564,946（77.3％） 1,045,783（22.7％） 

極貧層 極貧を除いた貧困層  

先住民族 4,610,729 

1,253,636（27.2％） 2,311,310（50.1％）  

2832957（41.8％） 3941775（58.2％） 

極貧層 極貧を除いた貧困層  

非先住民族 6,774,712 

533,046（7.9％） 229,9911（33.9％）  
出典：グ国先住民族支援基礎調査報告書 2004年 

 

３）先住民族の識字率・教育 

先住民族の言語使用の実態について2002年の国勢調査では、マヤ族の43.6％はモノ

リンガル（単一言語）で、54.5％は自分の言語に加えてスペイン語が話せるものとし

ている。しかし、そのレベルについて就学率から考えると、公的初等教育における平

均就学年数は2.3年、先住民族の多い地域では1.3年であることから、先住民族の女性

の非識字率が地域によって60％以上あるという報告例が現状を反映していると思料

される。就学率が低い原因として、学校に行ってもスペイン語での授業でついていけ

ずに落第する場合が多いことが挙げられる。教育環境として、2003年より多言語教育

も進みつつあるが、教員の養成、教材の整備など問題点も山積しており、進捗ははか

ばかしくない。 

また、中等教育以上を受けた母親を持つIMRは出生1,000人当たり41であるのに対し、
教育を受けていない母親の下でのIMRは56に上昇している。先住民女性のIMRは56で、
非先住民の44より高くなっている。加えて、母乳哺育期間が6ヵ月未満の母親は68％

おり、乳児の発病率や死亡率を高める一方、母親の栄養不足は乳児にも影響を及ぼし

ている（Sistema de las Naciones Unidas en Guatemala, 2002年）。 
 

４）先住民族と保健医療 

1989年にはMMRが10万人当たり248であったのが、2005年には121に減少しているも
のの、MDG（Millennium Development Goal：ミレニアム開発目標）の62には程遠い状
況である。これは、先住民族女性の死亡率が高いためで、死亡原因は出産時の多量出

血といわれている。妊娠中医師や看護師など医療従事者の下で診察を受ける女性は

60％（医師48％、看護師12％）で、13％の女性は一度も検診を受けていない。医療従

事者の立会いの下で出産するのは40％に過ぎず、うち半数が助産婦の立会いである。

また妊産婦死亡の65％は先住民女性である（ Sistema de las Naciones Unidas en 
Guatemala, 2002年）。 
このような結果となる要因として、保健医療サービスへの地理的アクセスのほか、

上述した先住民族の貧困、非識字率が社会経済的アクセスにかかわっている。グ国で

は、公的・私的保健医療サービスの約80％、国立機関の44％が首都に集中しており、

首都では１万人につき４人の医師がいるが、山岳部では１万人に対し１人以下しかい
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ない。国民の25％は都市部に、75％が村落部に住むが、国全体の医療サービスの20％

が村落人口を対象としているに過ぎないのが現状である。このような保健医療サービ

ス体制では、山間地・過疎地に居住する率が高い先住民族が、保健所（Centro de Salud：
CS）や診療所（Puesto de Salud：PS）へ行くにも地理的に長距離、悪路を徒歩で行か
ねばならない。 

また、零細農業を生活基盤とする先住民族の多くは社会保険に加入しておらず、医

薬品代を支払わねばならないが十分な費用を持ち合わせていないため、重症にならな

い限り医療機関に行こうとしない可能性が高い。また、保健所・病院に勤務する医療

従事者の医師、看護師／准看護師らは医療資格を得るためスペイン語教育が主流の医

学部・看護学校へ行くため、ラディノ系かスペイン語を話せる先住民族が多い。この

ような教育環境で西洋医学を修得した医療従事者が伝統医療を信奉するモノリンガ

ルの先住民族を差別する場合もあり、先住民族と医療機関が信頼関係を築きにくい状

況もある。 

 

（１）ケツァルテナンゴ県とプロジェクト対象地区６市の状況 

中西部高原地域にあるケツァルテナンゴ県は、グアテマラ第２の都市であるケツァル

テナンゴ市に県都を置き、24の市・郡（ムニシピオ）がある。同県は海抜2,333m（2,300
～2,700m）、面積1,951km2、人口は約69万人、都市人口は45％、農村人口は55％である（2005
年）。特に先住民系（インディヘナ）が60％を占め、39％は混血系（メスティーソ）、そ

の他が1％である。 

 

 

 

市・郡（ムニシピオ） 
1. ケツァルテナンゴ 
2. サンマテオ 
3. ラ･エスペランサ 
4. サンミゲルシギラ 
5. アルモロンガ 
6. サルカヘ 
7. カンテル 
8. コンセプション･ 

チキリチャパ 
9. オリンテペケ 
10. サンフランシスコ･ラ･

ユニオン 
11. カホラ 
12. サンカルロス･シハ 

13. カブリカン 
14. ウィタン 
15. シビリア 
16. パレスチナ･デ･ 

ロス･アルトス 
17. オストンカルコ 
18. サンマルティン･ 

サカテペケス 
19. ズニル 
20. エル･パルマー 
21. コロンバ 
22. ヘノバ 
23. フローレス･コスタクカ 
24. コアテペケ 

注：太字は本プロジェクト対象地域  
出典：Memoria Annual 2005 厚生省 

図３－２ ケツァルテナンゴ県の行政区分 
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同県の公立医療施設は、グアテマラ･シティに在る高次診療施設の国立サン･ファン･

デ･ディオス病院の分院である西部地域病院、同じくグアテマラ･シティに在る国立結核

病院の分院がケツァルテナンゴ市に、およびコアテペケ郡に国立Dr.JJオルテガ総合病院
の３施設が２次病院として置かれている。その下にCS21ヵ所、PS Bタイプ（診療のみ）
が50ヵ所ある。各市・郡にCSとPSが整備されているわけではなく、いまだPSのみ、も
しくはCSのみのところもある。（図３－３参照） 

 

 

出典：厚生省 

図３－３ ケツァルテナンゴ県の医療施設 

 

また、１次医療施設（CS・PS）における医療サービスとして、保健省は疫学統計デー
タを基にまとめた基礎診療サービス・パッケージ（paquete básico de servicios：PBS）
を提供することとしており、特に小児と妊産婦の罹患と死亡を改善するためのサービス

内容が設定されている。 
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表３－６ 基礎診療サービス・パッケージの概要 

妊産婦ケア 産前ケア、出産ケア、産後ケア、妊産婦補助、出産間隔調整 

乳幼児ケア 予防接種、２歳児までの成長曲線、急性呼吸器感染症、下痢症、 

栄養失調 

救急・急性疾患対

策 

コレラ、デング熱、マラリア、結核、狂犬病、HIV/AIDS、 
その他性感染症 

環境・公衆衛生 昆虫媒介感染症、動物原性感染症、安全な食の指導、衛生管理、 

水質管理 
出典：厚生省 

 

本プロジェクトは対象地域を同県の６市カブリカン（22,721人）、ウィタン（12,306人）、
パレスチナ･デ･ロス･アルトス（12,349人）、カホラ（9,989人）、サン･ミゲル･シギラ（8,236
人）カンテル（37,090人）、としており、対象地域人口は約102,000人で、同県人口72万
人のうち14％を占めている（2007年）。 

 

表３－７ 対象６市の医療施設の概況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生省 

 

ケツァルテナンゴ県の人口推移と保健指標を表３－８と図３－４に示す。人口増加率

は緩やかであるが、同県の疾病構造は、高原地域であるため呼吸器系疾患が多く、また

先住民貧困層も多いために栄養失調、貧血が多い一方、内戦時代に残された銃器（現在

も自衛のために保持する住民が多い）による外傷も多い。 

 

市・郡 人口（人） 民族 海抜（ｍ） 保健所（CS) 診療所（PS) カバー人口（人） コミュニティ数
Cabrican 23,044 マム語 2,525 Cabrican 8,802 11

88.3% Cienaga
Xacana 822 2
Chorjale n.a.
El Cerro 閉鎖中

Huitan 10,063 マム語 2,600 Centro Huitan 1,700 2
90.5% Paxoj

Vixben
Palestina 15,805 マム語 2,620 Palestina 5,197 10

92.5% Carmen 3,845 7
Buena Vista n.a.
Gonzalez
Eden 2,729 7
El  Socorro 閉鎖中

Cajola 15,363 マム語 2,510 Cajola 15,098 7
San Miguel Siguila 7,646 マム語 2,450 San Miguel Siguila 7,152 5
Cantel 34,188 キチェ語 2,370 Cantel 30,658 12

94.2% Xecam 4,019 1
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表３－８ ケツァルテナンゴ県各市・郡の人口推移と予測（2000年～2009年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査2002年 INE 

 

 

同県の主要死亡原因 

順 
位 

主要死亡 
疾患名 

合計 
件数 

1 気管支肺炎・肺炎 529 
2 冠性心疾患 164 
3 銃器による外傷 127 
4 糖尿病 104 
5 肝硬変・その他の
肝疾患 

102 

6 急性心筋梗塞 87 
7 下痢症 82 
8 胃・消化器系癌 79 
9 栄養失調 74 
10 心不全 69 
 その他 35,432 
 合計 36,849  

同県の主要感染症罹患 

順 
位 

主要感染症 
疾患名 

合計 
件数 

1 急性鼻咽頭炎･感冒 45,726 
2 急性扁桃炎、詳細不明 29,228 
3 腸寄生虫症、詳細不明 28,098 
4 感染症と推定される 
下痢および胃腸炎 

27,368 

5 肺炎、詳細不明 15,619 
6 アメーバ症、詳細不明 13,086 
7 詳細不明の真菌症 7,767 
8 皮膚炎、詳細不明 7,344 
9 中耳炎、詳細不明 4,459 
10 結膜炎、詳細不明 4,184 
 その他 51,242 
 合計 234,121  

同県の主要非感染症罹患 

順 
位 

主要感染症 
疾患名 

合計 
件数 

1 貧血、詳細不明 21,793 
2 胃炎、詳細不明 16,014 
3 尿路感染症、部位不明 9,577 
4 神経痛および神経炎、 
詳細不明 

9,302 

5 関節炎，詳細不明 5,499 
6 関節痛 5,463 
7 頚髄の振盪および浮腫 4,620 
8 頚髄のその他および 
詳細不明の損傷 

4,337 

9 疥癬 4,254 
10 頭痛 4,195 
 その他 112,247 
 合計 197,301  

出典：Memoria Annual 2005 厚生省 

図３－４ ケツァルテナンゴ県の疾病構造 
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母子保健に係る指標も妊産婦については出産に起因すると思われる死亡原因が上位

を占め、乳児死亡は感染症、特に気管支肺炎が首位になっている。気管支肺炎について

は、おそらく高地であるがゆえに風邪症状から発熱、咳によって大人以上に体力を消耗

してしまっていると推測される。 

適切な早期治療が行われれば、たいていの場合は10日ほどで治癒する疾患であるが、

死に至っているのが現状である。 

 
同県の妊産婦の主要死亡原因 

順 
位 

主要死亡疾患名 
合計 
件数 

％ 

1 血液量減少性ショック 9 52.9 
2 前置胎盤 3 17.6 
3 膣出血 3 17.6 
4 高血圧 1 5.9 
5 大動脈破裂 1 5.9 
 その他 0 0 
 合計 17   

同県の１歳未満児の主要死亡原因 

順 
位 

主要死亡疾患名 
合計 
件数 

％ 

1 気管支肺炎 164 33.5 
2 下痢症 35 7.1 
3 敗血症 32 6.5 
4 気管支炎 29 5.9 
5 原因不明発熱 23 4.7 
6 低体重児出産 17 3.5 
7 出産時感染敗血症 14 2.8 
8 インフルエンザ 10 2.0 
9 腸内細菌感染症 10 2.0 
10 出産時酸欠症 9 1.8 
 その他 147 30.0 
 合計 490   

出典：Memoria Annual 2005 厚生省 

図３－５ ケツァルテナンゴ県の母子保健に係る死亡原因 
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３－２ 投入実績 

３－２－１ 日本側投入 

（１）専門家派遣 

中間評価までに長期専門家2名、短期専門家延べ５名（第三国専門家含む）、日本人専

門家の主な指導分野は以下のとおりである。詳細は、付属資料「５.JICA専門家の派遣
実績」を参照。 

・長期２名：プロジェクト総括（チーフアドバイザー／小児保健）、業務調整員 

・短期５名：プライマリー・ケアー術、カウンセリング手法、コミュニケーション手法 

 

（２）活動経費 

詳細は、付属資料「８.投入実績」を参照。 

・プロジェクト活動費用（移動費、会議費、教材製作費、セミナー報酬費ほか） 

・研修経費（看護師/事務官等の本邦、第三国研修） 

 

（３）機材供与 

年度ごとの総額と主な調達機材を表３－９に示す。詳細は、付属資料「６.供与機材

リスト」を参照。 

 

表３－９ 主な機材供与 

年度 総額（ｹﾂｧｰﾙ） 主な機材 

2005年 1,132,415.10 プロジェクト活動用車両（１台）、オフィス機材 

2006年 986,276.08 巡回診療用バイク（保険センター、保健ポスト各１台） 

2007年 441,621.43 顕微鏡、遠心分離機、血統測定器 

 

（４）C/P研修（本邦研修） 
中間評価実施時点で計６名のC/Pが本邦での研修に参加した。 

期間 研修先 研修員氏名 研修内容 

2006年 

1月26日 

～2月18日 

沖縄 県保健事務所 

・Violeta Ixtacuy B 
・Julissa Garcia 
（カホラ保健センター） 

沖縄の地域保健の改善の歴

史から学ぶ目的で、国際看護

研修所の研修プログラムか

ら選択し参加 

2006年 

4月22日 

～30日 

大阪 保健省 

・Jaime Gomez 次官 
・William Sandoval 

小児、地域保健の歴史緊急医

療救援システム、血液銀行シ

ステム研修 

2007年 

５月12日 

～６月11日 

長野、 

東京、 

神奈川 

県保健事務所 

・Diego Manrique所長 
・Juan Carlos Moir 

日本の農村保健の歴史と佐

久病院の現在から、医師のイ

ニシアティブの重要性を学

ぶ 
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（５）第三国研修・広域研修 

期間 研修 研修員氏名 研修内容 

2005年 

11月27日 

～12月23日 

パラグアイ 

広域研修 

 

・Rogelia L Rivera 
・Ana Maria Barrios 
（プロジェ地以外のサ

ン・カルロス・シハ保健

センター） 

トレーナーの育成のための

乳幼児健診と助産ケア研修 

 

2007年 

6月23日 

～30日 

ホンジュラス

技術交換・研

修 

・Carmen Ochoa 
・Gloria Rivera 
・Salvador Pérez 
・Jane Us Ochoa 
・Arely González 
・Alma Salanic 
・Lucy Morales 

カウンセリングとケアの質

の向上の関係、保健教育技術

をホンジュラスから学ぶ目

的、グアテマラでの保健サー

ビスの向上の為のプロジェ

クト活動紹介 

2005年 

10月19日 

～29日 

協力隊広域研

修 

ボリビア 

・Jorge Valdés 
・Raúl Maldonado 
・保母涼子 

・黒山真弓 

リプロダクティブ・ヘルスの

自然分娩について 

 

（６）グ国内において実施された第三国専門家による研修と広域研修（対象は保健センター 

と保健ポストの保健医療従事者） 

期間 研修 研修講師氏名 研修内容 

2006年2月 ホンジュラス

第三国講師に

よる研修 

・心理療法士 

・Arelys Moreno 
カウンセリングトレーニン

グにおける手法と効果的な

ダイナミックの使用 

2006年3月 アメリカ合衆

国講師による

研修 

（ボランティ

ア医師） 

・Kerry Leeky 
・Isabelle lane 
・Haisam Goueli 
・Sujaya Vijayakumar 
・Kate Conway 
・Kuldeep Vaghela 

プロジェクト地スタッフた

ちへの、疾患と治療妊娠と分

娩の講義と縫合実施指導、１

対１の診療臨床指導 

2006年 

9月3日 

～10日 

協力隊広域研

修 

 

・Roselia Ramos 
・平川祥子 

母子保健の基礎知識 

 

３－２－２ グ国側投入 

詳細は、付属資料「７.カウンターパートの配置」を参照。 

・カウンターパートの配置（保健省、ケツァルテナンゴ県保健事務所） 

・プロジェクト事務所の提供と執務環境の整備（専門家執務室） 
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・プロジェクト事務所スタッフの傭上（コーディネーター、インストラクター、運転手） 

・ローカルコスト負担の予算措置（車両等の維持管理費・燃費、活動費用など） 

・対象地域のCS・PSの医療従事者の増員・配置 
 

３－３ プロジェクト活動の実績 

プロジェクトの成果達成状況として、PDMの上位目標、プロジェクト目標、成果に対する各々
の指標を調査した。上位目標の達成度については、プロジェクト終了後に判断するものである

が、今回の調査では、現在の状況と指標を比較し、達成の見込みを検証した。以下、それぞれ

の指標に対して、現在の達成状況を記載する。 

 

３－３－１ プロジェクト成果1の活動実績 

「成果1：乳児が呼吸器感染症や下痢症による重症に陥る前に、医療従事者が質の高いケ

アを提供する。」に関する活動実績を以下に示す。 

 

活動1-1：乳児に対する保健サービスを改善するため、月ごとに死亡した乳児の症例と要因

を分析する。 
   活 動 進 捗 達成度 

1-1-1 地域担当保健スタッフ（TSR）を対象
としたワークショップを実施し、コミ

ュニティ調査（家族調査）の実施計画

を作成する。 

2005年10月にワークショップを実施し

た。 

100％ 

 

1-1-2 コミュニティ調査を行うために、調査

員となる保健ボランティア等のトレ

ーニングを行う。 

2005年10～11月にトレーニングを実施

した。 

100％ 

 

1-1-3 コミュニティ調査を実施し、その結果

に基づいて各世帯が明記された地図

や基礎的統計資料を作成する。 

ケツアルテナンゴ県全体で使う統一し

た人口調査用紙を活用し、全地域の人口

調査と地図作成が行われた。地域によっ

ては問題があった（パレスチナ市は市役

所がデータを独占・カンテル市はデータ

記入が不完全）。JOCV（青年海外協力隊）
シニア隊員によるGIS（地理情報システ
ム）トレーニングが実施され、カホラと

カブリカン地域で操作ができるように

なった。 

85％ 

 

1-1-4 乳児の死亡についての調査を毎月実

施し、その結果を分析する。 

乳児死亡症例分析が毎月実施され、何が

必要だったかが検討されている。 

40％ 

1-1-5 乳児に対するケアの質の改善計画を

作成し、計画を実施する。 

2007年１月から実施している。 30％ 

1-1-6 保健医療従事者が計画した活動を業

務の中で円滑に実施できるように、業

務マネージメントおよびモニタリン

グの技法に関するトレーニングを実

施する。 

専門家派遣上の問題で、業務マネージメ

ントおよびモニタリングの技法につい

てのトレーニングは実施できなかった。

時期をずらして計画している。 

0％ 
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1-1-7 乳児ケアの質の改善状況について県

保健事務所によるモニタリングを計

画、実施する。 

2006年10月から現在まで月例会議の中

で協議している。今後も継続予定。 

50％ 

1-1-8 保健医療施設において乳児の母親た

ちに対して保健医療サービスの利用

を促進する。 

乳児の母親たちが薬を買って飲むなど

の人々の習慣の変化が明確になった。 

30％ 

1-1-9 プロジェクト対象地域において乳幼

児死亡の統計と情報に関するシステ

ムの改善を図る。 

分析時に出てきた問題と改善策を2007

年5月から問題目的分析、PDM作成に使
った。 

10％ 

   

活動1-2：乳児の呼吸器感染症および下痢症に関する健康教育に関して、保健医療従事者の

知識および実践を改善する。 
   活 動 進 捗 達成度 

1-2-1 既存の健康教育教材の利用状況とそ

の内容の長短所について分析し、より

利用しやすい新たな教材の作成を計

画する。 

地域ごとに既存の教材を評価した。 100％ 

1-2-2 保健医療従事者が分担して、新たな健

康教育教材を作成する。 

2005年10月に教材「５つの基礎ケア」の

作成のため、４地域によるグループ・ワ

ークで分担して検討した。 

100％ 

1-2-3 保健医療従事者が作成した健康教育

教材を、お互いに紹介、共有しあいな

がら改善し、同時にスタッフの知識の

向上を図る。 

2005年10～12月に教材フリップチャー

ト、保健スタッフのためのマニュアルを

作成した。 

100％ 

1-2-4 教材を試用し、その有効性の確認と修

正を行う。その後、印刷を行う。 

2007年９月までに教材を印刷した。 100％ 

1-2-5 保健センター、保健ポスト、保健ボラ

ンティアに対して健康教育教材を配

布する。 

2007年９月までに医療施設に配布した。 100％ 

1-2-6 保健センター、保健ポストにおける健

康教育の実施を促進する。 

健康教育のトレーニングを実施し、2006

年に保健センター、保健ポストにおいて

保健スタッフは母親に健康教育を行っ

ているが、診療室での活動すべてを確認

はできない。 

40％ 

1-2-7 保健センター、保健ポストにおける健

康教育の実施状況をモニタリングす

る。 

作成したマニュアルを診療で使ってい

る。継続モニタリング必要。 

40％ 

   

活動1-3：保健センターや保健ポストでリスクを持つ乳幼児が優先して診察を受けられるよ

うにする。 
   活 動 進 捗 達成度 

1-3-1 診察の前にリスクや危険な兆候を持

つ子供のスクリーングを行う。 

リスクのある子供を乳幼児健診で発見、

フォローアップしているところもある。 

50％ 
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1-3-2 高リスクの患者の管理と継続ケアの

ためのシステムをつくる。 

優先して診療している。 50％ 

 

活動1-4：保健医療施設において重症な乳幼児の危険な兆候が早期に発見、認識される 

 活 動 進 捗 達成度 

1-4-1 保健ポスト、保健センターの保健医療

従事者に対して、診察と治療に関する

能力改善を目的とした訓練を実施す

る。 

短期専門家による診療技術のトレーニ

ング（簡易な病児の状態の評価方法、聴

診器の使い方、NSチャートの利用）、コ
ミュニケーションのトレーニングによ

り、適切な評価と診療技術が改善され

た。コミュニケーションの重要性の意識

が向上し、外来を訪問する人からも、ス

タッフたちの態度が良くなったとの定

評がある。 

50％ 

1-4-2 保健ポスト、保健センターの保健医療

従事者に対して、患者や家族への接し

方の改善を目的とした訓練を実施す

る。そして、保健医療従事者が子供の

家族に対して、子供の病状やケアにつ

いての適切な説明を行うようにする。 

スタッフへの継続教育、各保健施設での

臨床指導（県医師による呼吸器、下痢、

皮膚病、縫合などについての講義や実施

指導）が行われ、スタッフたちの知識が

向上した。アメリカ人ボランティア医師

による１対１の臨床指導で、保健スタッ

フの診療技術が良いことが評価され、ス

タッフが自信を持ち始めている。 

45％ 

 

活動1-5：保健ポストと保健センターの間のレファラルシステムを改善する。 

   活 動 進 捗 達成度 

1-5-1 保健ポストと保健センターとの間の

レファラルが上手く機能しない原因

について、保健医療従事者を対象とし

たワークショップを実施する。 

ワークショップの結果、CSとPS間のレ
ファラルではなく、CSから病院への搬
送が主要であることが判明した。 

100％ 

1-5-2 ワークショップの結果に基づき、レフ

ァラルシステムの改善策を試行する。 

リファーフォームを作成し、リファー用

紙を持たせて病院に送っている。 

100％ 

1-5-3 コミュニティから保健医療施設への

レファラルおよび逆レファラルを活

性化する。 

コミュニティからは伝統的産婆（TBA）
からのレファラルも行われている。しか

し、重症患者がいるため、病院へのレフ

ァラルの必要性が高い。したがって病院

へのレファラル用紙を作成し、2006年６

月から病院の小児科医との月例会を開

いている。保健スタッフとの関係がよく

なりつつあり、病院へのレファラルを受

け入れる母親が増えてきた。 

一方、病院ではレファラル用紙を受け取

らなかったり、病院からのカウンター･

レファラル用紙が戻ってこなかったり、

40％ 
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病院の関心が薄く、診療態度も悪い。

2007年は県の医師が医学生のトレーニ

ングのときに、レファラル用紙について

説明している。 

1-5-4 レファラルシステムのモニタリン

グ・監督を計画、実施する。 

モニタリングを実施中 50％ 

 

活動1-6：乳幼児健診の実施を促進し、また、健診の質を向上させる。 

   活 動 進 捗 達成度 

1-6-1 乳幼児健診の実施体制や実施内容を改

善することを目的として、保健医療従事

者を対象としたワークショップを実施

する。 

乳幼児健診は予防接種だけであった

が、パラグアイ、本邦研修者、県保

健事務所が中心になってトレーニン

グが行われ、成長発育チェックが実

施されている。 

50％ 

1-6-2 保健ボランティアと連携し、乳幼児健診

の受診を促進する。 

コミュニティにおける乳幼児健診を

実施するための保健ボランティアに

対するトレーニングが行われた。 

50％ 

1-6-3 保健医療従事者が質の高い乳幼児検診

を実施する。 

トレーニング後に、自主的にそれぞ

れの施設に「乳幼児健診室」がつく

られ、健診が行われている。カホラ

保健センターではシステマティック

に実施改善され、リスクをもつ子供

の早期発見とフォローアップが行わ

れているところもある。 

50％ 

1-6-4 乳幼児健診のモニタリング・監督を計

画、実施する。 

モニタリングの実施中 50％ 

 

３－３－２ プロジェクト成果２の活動実績 

「成果２：乳児の呼吸器感染症や下痢症に対するケアについて、家族の知識や技術が向上

する。」に関する活動実績を以下に示す。 

 

活動2-1：TSR（地域担当保健スタッフ）、看護師、准看護師、保健ボランティアが呼吸器感
染症や下痢症についてコミュニティの両親たちに対して健康教育を行う。 

   活 動 進 捗 達成度 

2-1-1 乳幼児健診における健康教育を促進

する。 

保健教育は実施されていなかったが、乳

幼児検診の中で健康教育を実施した。地

域差はあるが、学校・母親・TBAなどに
教育をするようになってきた。ボランテ

ィアのいる地域では、健康教育を8月か

ら始めている。 

20％ 

2-1-2 県保健事務所スタッフが健康教育実

施状況のモニタリング・監督を計画、

実施する。 

モニタリングまでは確立していないが、

機会があるたびにヒヤリングを行って

いる。 

5％ 
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活動2-2：各地域の保健ボランティアグループを組織し、活動を強化する。 

   活 動 進 捗 達成度 

2-2-1 保健ボランティアグループの組織化

の方法についてTSRを中心としたワ
ークショップを実施する。 

TSRのワークショップを行い、経験・知
識を共有した。 

100％ 

2-2-2 保健ボランティアグループを設立す

る。 

保健スタッフのイニシアティブによっ

て、カホラ全地域、カンテルの2地域、

ウィタンの１村でボランティアが組織

化され、トレーニングを受けて乳幼児健

診や病気・栄養不良の子供のフォローア

ップを行っている。また、ウィタンとカ

ブリカンの2地域にて保健ボランティア

が組織され、トレーニングを計画中。 

40％ 

 

2-2-3 保健ボランティアグループに対して、

コミュニティでの健康教育と乳幼児

健診についてのトレーニングを実施

する。 

ボランティアたちへ保健教育と乳幼児

健診の乳幼児健診、保健教育、子供のフ

ォローアップなどのトレーニングを実

施した。 

50％ 

2-2-4 ボランティアグループを担当する保

健医療従事者やTSRによる保健ボラ
ンティアのモニタリングを計画、実施

する。 

モニタリングの実施中。 50％ 

 

活動2-3：伝統医療の正しい利用と取り扱いについての健康教育を促進する。 

   活 動 進 捗 達成度 

2-3-1 地域に存在する薬草を調査する。 地域に存在する薬草を調査した。対象地

域の45％が薬草を使うも、十分な知識無

しに利用していることが判明。 

100％ 

 

2-3-2 コミュニティで使う薬草についての

教育教材を作成する。 

薬草フリップチャート「こどもの為の８

つの薬草」を作成した。 

100％ 

2-3-3 NGOスタッフや保健医療従事者を対
象としたトレーニングをNGOの薬草
専門家との連携の下に実施する。 

９村のボランティア30人が毎月半日ず

つトレーニングを受け、知識が向上し、

住民に薬草や基礎ケアを教えている。

2007年６月には、すべてのボランティア

たちが集合してワークショップと薬草

教材の使用・５つの基礎ケアのトレーニ

ングを行った。 

100％ 

2-3-4 薬草ボランティアたちを選定し、彼ら

に対するトレーニングをNGOとの連
携の下に実施する。 

毎月、８種類の薬草の使い方について

2006年６月より９カ所でトレーニング

を受け、テストの結果、ほとんどの薬草

ボランティアが90～100点を得ている。 

100％ 

 

2-3-5 伝統医療の適切な利用について、ま

た、伝統医療に代わり保健医療サービ

スを利用すべき状況について、両親た

ちに対する健康教育を実施する。 

薬草ボランティア全員参加のワークシ

ョップを毎年計画し、保健スタッフとの

協力体制を話し合った。薬草をより正し

く効果的に使うための“５つの基礎ケ

100％ 
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ア”と“薬草教材の使い方”を指導した。

ボランティアが子供の死亡状況と活動

目的をより理解した。 

2-3-6 コミュニティおよび家族による薬草

園作りを、普及指導者を通じて指導、

促進する。 

各ボランティアが薬草園を自宅に作る。 50％ 

2-3-7 伝統医療の利用状況についてのモニ

タリングを計画、実施する。 

モニタリングの実施中 50％ 

 

３－４ 成果の達成状況 

３－４－１ プロジェクト成果1の達成状況 

「成果１：乳児が呼吸器感染症や下痢症による重症に陥る前に、保健医療施設において質

の高い保健医療サービスが提供されるようになる」の達成状況を以下に示す。 

 

６市の地域地図作成がほぼ完了し、統一した人口調査用紙をもとに住民の基礎台帳が作成

された。地図上の家屋番号は住民登録として、さらに医療施設で受診する際の「保健カード

（診察券）」としても利用され始めている。これを基に、乳児の所在と出生・死亡を把握し、

死亡した場合はその原因を毎月のモニタリングにおいて分析している。分析には、乳幼児死

亡調査用紙を用いている。 

乳児が呼吸器感染症や下痢症による重症に陥る前に、「医療施設において」「医療従事者に

よる」質の高い包括的な保健医療サービス（予防のための親の教育、診療時の早期発見、ハ

イリスクの乳幼児が優先的に診察を受けられる、ハイリスクの乳幼児が病院へレファラルさ

れる、乳幼児健診の実施）が提供されるようになるために、母親が行う「５つの基礎ケア（栄

養、水分補給、体温調整、清潔維持、休息）」の教材がまとめられ、医療従事者が母親とコ

ミュニケーションを円滑にとるためのツール「コミュニケーションの４つの技（言葉以外の

態度、患者の訴えをきちんと聞く、明確なメッセージの発信、オープン･クエスチョンの使

用）」トレーニングが実施された。これらは、CS、PSにおける診療時にも活用されている。 
 

成果指標1-1：呼吸器感染症や下痢症に罹った乳児の85％以上が保健医療サービスを利用す

る。 

 

指標1-1は、「呼吸器感染症や下痢症に罹った乳児」がコミュニティにどのくらいいるかを

常時モニタリングし、その人数を把握した上で医療施設を利用した患者数を測る必要があり、

不可能に近い。しかし、「呼吸器感染症や下痢症に罹った乳児」が医療施設を利用する数が

増えることによって、少なくとも親へのアドバイスを行える機会は増えるため、プロジェク

ト目標につながることとし、利用数の推移をみた。統計上、年単位の推移しか見られないが、

対象地域の診療数は増加し、同時に死亡数が減少傾向にあるため、成果は達成しつつあると

判断する。 
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表３－10 乳幼児死亡と医療施設（CS・PS）利用状況の相関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 2002 年 2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 

乳幼児（1 歳未満）死亡数（人） 184 174 145 121 96 

CS・PSの診療件数（人） 59,820 72,684 56,661 74,282 87,222  

 

成果指標1-2：保健ポスト、保健センターの保健スタッフが来院するすべての両親に対して

呼吸器感染症や下痢症についての健康教育を行う。 

指標1-2については、現在すべての対象医療施設が指導を行えているわけではないが、医

療施設に来院したすべての乳幼児の両親へ健康教育を行うよう医療従事者に指導しており、

５歳未満児の検診を行う際に呼吸器感染症や下痢症についての健康教育も行っていること

から、この検診数の推移によって達成度を測る。乳幼児健診は2006年６月から実施している

が、集計システムが整ったのは2007年からであるため、2007年の乳幼児健診受診者数を以下

の表に示す。対象６市の５歳未満児は18,115人おり、これに対して合計7,571人が乳幼児健診
を受けていることから、延べ件数ではあるが42％が呼吸器感染症や下痢症についての健康教

育を受けたと見なせる。したがって指標は順調に達成しつつあると判断する。 

 

表３－11 2007年の乳幼児健診受診者数（人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 施設 名称 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 計

カブリカン CS Centro 31 36 122 145 126 91 125 74 97 847
PS Cienaga 5 25 30 9 35 20 34 19 35 212
PS Xacana 37 22 28 16 17 18 27 21 28 214
PS Chorjale 2 11 7 7 24 11 13 15 17 107

ウィタン CS Centro 28 60 51 40 40 35 46 49 46 395
PS Paxoj 42 51 54 44 45 40 34 42 46 398
PS Vixben 30 29 35 20 31 32 34 36 51 298

パレスチナ CS Centro 36 18 26 18 16 27 18 39 152 350
PS Carmen 16 42 13 10 100 181 96 57 152 667
PS Buena Vista 25 29 12 12 15 28 19 18 23 181
PS Gonzalez 26 16 16 12 22 16 16 22 30 176
PS Eden 10 15 35 25 20 20 24 23 25 197

カホラ CS Centro 64 60 89 60 43 81 132 111 133 773
サンミゲルシグイラ PS Centro 56 52 71 39 60 24 34 43 46 425
カンテル CS Centro 323 28 178 35 266 165 231 430 175 1,831

PS Xecam 46 76 64 56 56 58 35 66 43 500
777 570 831 548 916 847 918 1,065 1,099 7,571合計

2002年 2003年 2004年 2005年 2006年

CS・PSの診療件数

乳幼児死亡数
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また、コミュニティの保健ボランティアを育成・組織化することによって、医療従事者が

教えたことを親が実践しているかを確認し、知識の反復や助言が得られるような仕組みをつ

くりつつある。加えて、保健センター・保健ポストにおいて母親を集め、健康教育の集会も

たびたび実施して繰り返し教育している。したがって、健康教育の実施件数が累積していく

ことはプロジェクト目標の達成に有効であるといえる。 

 

成果指標1-3：保健スタッフの呼吸器感染症や下痢症についての危険な兆候とケアについて

の知識が向上する  
各種研修の中で「プライマリーケア」と「乳幼児検診」のトレーニングは危険な兆候を診

断する教育を含んでいる。また、月例研修において、死亡原因の分析と共に各症例について

のケアも学んでいる。したがって、指標1-3については、この研修が下表に示すとおり、プ

ロジェクト開始時から現在に至るまで、対象地域の医療従事者ほぼ全員の51人が計30回研修

を受けたことで、呼吸器感染症や下痢症についての危険な兆候とケアについての知識が向上

していると判断する。 

現在はアメリカ人ボランティア医師によって作成された診断チャートを用いて、根拠に基

づいた医療（Evidence Based Medicine：EBM）、かつ標準的な診療が行えるようになってき
ている。加えて、危険な兆候について母親にも指導することで、知識の反復による定着が確

実になっている。 

 

表３－12 テーマ別研修と月例研修回数 

研修場所 
参加医療 

従事者数 

プライマリ･ 

ケア研修 

乳幼児成長 

発達研修 

健康教育 

研修 
月例研修 

CSカブリカン 17人 ４回 １回 １回 24回 

CSパレスチナ 14人 ４回 １回 １回 24回 

CSカホラ ９人 ４回 １回 １回 24回 

CSカンテル 11人 ４回 １回 １回 24回 
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３－４－２ プロジェクト成果2の達成状況 

「成果２：乳児の呼吸器感染症や下痢症に対するケアについて両親をはじめとする家族の

知識や技術が向上する」の達成状況を以下に示す。 

 

成果指標2-1：乳児を持つ母親の80％以上が、呼吸器感染症や下痢症の乳児の基本的なケア

と栄養についての知識を持つ。 

成果指標2-2：乳児を持つすべての親が呼吸器感染症や下痢症の危険な兆候を判別するため

の知識を持つ。 

成果指標2-3：乳児の80％以上が乳幼児健診を受診する。 

成果指標2-4：乳児を持つ両親の90％以上が、呼吸器感染症や下痢症の乳児に対する伝統医

療の利用について適切な知識を身につける。  
成果１に対して成果２は、乳幼児の親のケアが向上するボトムアップを狙ったものである。

作成した地域地図から、指標２－１および２－２の乳児を持つ母親が各地で何名いるかを把

握し、医療施設にて健康教育「基礎的な５つのケア」を受けるか、保健ボランティアによっ

てコミュニティで知識を得るか、いずれかの方法で、母親が知識を持つことを目標としてい

る。さらに母親が知識を持てば、指標２－３の乳幼児健診の重要性を認識して進んで健診を

受診し、乳児が呼吸器感染症や下痢症に罹患しても、初期症状のうちに指標２－４の伝統医

療である薬草療法を利用することを期待した。 

しかしながら、ボトムアップの活動を行うための準備段階で、保健ボランティアを組織化

しようとしたが組織化が遅れたこと、活動に必要な薬草についての教育教材である薬草フリ

ップチャート「こどもの為の８つの薬草」の制作が遅れたために、成果２の進捗は全体的に

遅れた。 

これまでの進捗として、2006年６月より現在に至るまで、計49人の薬草ボランティアと計

104人の保健ボランティアが選ばれ、９ヵ所で毎月トレーニングを受けながら活動を始めて

いる。 
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第４章 評価結果 
 

４－１ 評価５項目の評価結果 

４－１－１ 妥当性 

（１）上位目標の妥当性 

「政策指針（Lineamiento del Gobierno 2004－2008）」を受けて2004年に策定された国
家保健計画は、８条から成る「保健基本政策（Políticas de Salud 2004－2008）」を掲げ
ており、「健康に関する国民需要を質・倫理・公正性に鑑みた各レベルにおける医療サ

ービスの提供を通じて充足させる」と言及している。また、国家保健優先項目（Prioridades 
de Salud País）として17項目が選定されており、「妊産婦死亡と新生児死亡」が対策に
含まれている。 

一方、「貧困削減戦略文書（PRSP）」において、先住民族のほうが非先住民族に比べて
貧困ライン以下の割合が高く、さらに極貧ラインの割合が高く深刻であることから、地

方の先住民族居住地域を重点地域とすることとしており、加えて、国連が提唱するミレ

ニアム開発目標（MDGs）を重視した乳幼児死亡の低減、妊産婦の健康改善に重点を置
いている。したがって、上位目標は先住民族の多いケツァルテナンゴ県における乳幼児

の死亡率を低減する活動によって上記政策の具現化が図れるものであり、妥当性がある。 

 

（２）プロジェクト目標の妥当性 

プロジェクト対象地域は2,300m以上の高原地帯で朝夕の冷え込みが厳しく、乾燥して
いるために呼吸器疾患に罹りやすい。貧困や栄養失調と相まって、５歳未満児の死亡原

因は肺炎・気管支炎が首位で５歳未満児死亡全体の6.9％、下痢症が２位で2.0％（2005

年）となっている。乳幼児死亡の低減をめざす上で、この２疾患に注力することはプロ

ジェクト目標として妥当である。 

 

（３）プロジェクト・デザインの妥当性 

１）対象６市の選定 

2001年、2003年、2004年の調査時にケツァルテナンゴ県保健事務所職員によって乳

幼児死亡率（IMR）、妊産婦死亡率（MMR）、栄養不良率、先住民人口、貧困率といっ
た人口・保健指標の状態の悪い地域で、かつ厚生省と契約しているNGOが保健活動を
実施している地域と重複しないよう配慮している。JOCV（青年海外協力隊）チーム
と緩やかな連携を持ってプロジェクト活動を行う上でチーム構成人数が６人である

ことにかんがみ、主に北・中部のカブリカン、ウィタン、パレスチナ･デ･ロス･アル

トス、カホラ、サン･ミゲル･シギラ、カンテルの６市が選定された。地域性、地域数

共に無理なく妥当な選択である。 

 

２）指標の設定 

１次医療施設〔保健所（CS）・診療所（PS）〕が24時間体制ではないことから、本プ
ロジェクトではR/D時から本プロジェクトのマスタープランとなるプロジェクト・デ
ザイン・マトリックス（PDM0）が作成され、これまでこのPDMに基づいて活動が実
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施されてきた。しかし、実施していくうちに、プロジェクト目標の表現や指標をより

明確に示す必要性が認められた。よって、プロジェクトの目標・指標・ロジックを整

理し直し、その結果は改訂版PDM（PDM1）にまとめられた。 

 

３）住民のニーズ 

本プロジェクト対象６市の人口は約10万人で、ケツァルテナンゴ県人口72万人のう

ち14％を占めている（2007年）。この中で主な裨益対象人口である乳幼児層は２万人

弱である。対象層の数量は多くないが、この乳幼児層の死亡は死亡数全体の25％を占

めており、社会的弱者であることが明らかである。加えて、先住民族にとって医療施

設へのアクセスが限られていること（物理的距離、診療拒否や言語によるコミュニケ

ーション不足等）、家庭における伝統医療の薬草の利用方法が間違っていること等か

ら、ハイリスクグループにあるといえる。このような現状にかんがみて、CS・PSにお
ける医療従事者や保健ボランティアを通して乳幼児の母親を教育し、予防と早期治療、

重篤時のレファラルといった疾病の各段階において乳幼児層をケアする本プロジェ

クトの試みは裨益者に対する妥当性が高い。 

 

４－１－２ 有効性 

（１）プロジェクト目標の達成度 

対象６市の１歳未満児（出生28日以下の乳児を除く）の死亡数は、わずかではあるが

ここ数年減少傾向にある。しかし、ケツァルテナンゴ県全体の死亡数の推移も同様の曲

線を描いているため、必ずしもプロジェクトの成果が発現したとは明言できない。それ

でもプロジェクト実施中に地域地図と人口調査によって地域の１歳未満児人口が明確

になった中で減少傾向があったことは統計の信頼性もあり、プロジェクト目標を達成す

る活動の方向性が正しいと判断できる。 

 

（２）プロジェクト目標に対する成果の達成度 

CS・PSにおける医療従事者の質は、医療従事者が乳児死亡の原因を考えるという自発
的な発想を持ち、改善計画への自主性を持ち始めたこと、乳児検診の成長曲線を見て子

供のリスクを予測し始めたこと、乳児の重篤患者やハイリスク患者を家庭訪問してフォ

ローアップしていることなど、乳児が呼吸器感染症や下痢症による重症に陥らない態度

の改善が見られている。 

医療従事者が実施する健康教育の実施率、母親への定着度はモニタリングによる数値

化がいまだ困難な点があるものの、医療従事者の前向きな活動傾向は14医療施設中13ヵ

所で見られた。 

保健ボランティアのトレーニングで非識字者であったボランティアがモニタリン

グ・チャートに記入できるようになり、モニタリングの精度に信頼性が生まれてきてい

る。また、保健ボランティアの組織化によるボランティア・ネットワークのボトムアッ

プにより、乳幼児健診の受診率が向上傾向にある。一方、医療従事者や保健ボランティ

アらによって乳幼児を持つ母親に健康教育「基礎的な５つのケア」と薬草教材「こども

の為の８つの薬草」が普及し始め、少しずつ定着し始めている。 
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このような数値の上昇傾向は、医療従事者の質が向上し、乳幼児の親が呼吸器感染症

や下痢症のケアについての知識を持ち始めていると判断でき、プロジェクト目標の達成

は見込みがあると判断する。 

 

（３）促進要因 

限られた人数と期間の専門家の投入に対して、CS・PSにはJOCVチームがネットワー
クを形成しつつ常在した活動を展開し、コミュニティでは先住民族の習慣を熟知した

NGOが介入することによって地域に密着した活動が促進できた。 
 

（４）阻害要因 

保健省が1999年より他ドナー（USAID、GTZ、UNICEF、PAHO等）の資金援助によっ
て、医療従事者が不足している地域の診療活動をNGOに委託している事業「Extension de 
Cobertura」は、本プロジェクトと活動地域が重複しないよう保健省と合意している。し
かし、地域地図の作成において、スペインのNGOが管轄世帯に独自の家屋番号を振った
ことから住民が混乱したことがある。今後も対象地域内にあれば活動を均質にしたい本

プロジェクトと同様の拮抗関係が生じる可能性があり、これからは活動の相互理解と連

携を構築していく必要性があるであろう。 

グ国の看護教育では、正看護師は5年の大学を卒業した学士であり、准看護師は中学

卒業後1年制の准看護学校を卒業した資格で就業している。この制度の下、正看護師は

おのずと管理業務の立場に就くことが多く、准看護師は知識・立場上正看護師より弱い。

この上下関係によって、本プロジェクトで研修した准看護師が正看護師に対して、トレ

ーナーとして研修効果を伝達できないことがあった。 

 

４－１－３ 効率性 

効率性とは、プロジェクトの実施過程における生産性のことであり、投入がどれだけ成果

に転換されたかを検討する。投入の種類、タイミング、質および量はおおむね成果の達成に

必用十分なものであった。投入カテゴリーごとの妥当性は以下のとおりである。 

 

（１）専門家チームの派遣の効率性 

プロジェクト開始時より長期専門家と短期専門家がほぼ計画どおり、かつ政情に臨機

応変に対応して投入できたことによって、活動は効率的に行われた。また、連携して活

動しているJOCVチーム派遣は看護師・助産師・栄養士といった専門性を有した人材が
投入され、専門家チームと連携して効率性の高い投入となった。このように専門家チー

ムが主に保健行政・運営側に対して技術移転する一方、JOCVチームが高い質を保ちつ
つ面的広がりを持ってCS・PS・コミュニティといった地域活動にあたれた効果は大きく、
効率性は高いと評価できる。 

 

（２）機材供与の効率性 

日本側からの供与機材は質・量共ほぼ適正であった。加えて、プロジェクト期間中の

活動に必用な機材はほぼタイミングよく投入された。 
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（３）研修員受け入れの効率性 

計画どおりにカウンターパート（C/P）を研修（本邦・第三国）に派遣し、タイミン
グも適正であった。本邦研修ではC/Pの動機付け（リーダーシップや責任感）が得られ、
第三国研修では直接現場で導入できる活動と手法を学べたことが、効率性を高めること

に役立った。また、同プロジェクト外のJICA研修やホンジュラスのプロジェクトで養成
されたC/Pを第三国専門家として傭上したことは、コスト面での効率性と相乗効果を得
ることができた。 

 

（４）NGOとの協働による効率性 
対象地域は先住民族が80％以上を占めることから、医療施設の医療従事者が共通語と

しているスペイン語が通じず、また伝統医療を重んじることから医療従事者による診療

の差別と住民の医療従事者への不信が生じている。この問題を解決するために、地域で

活動するNGOおよび薬草による自然療法を促進しているNGOとの連携を持つことで、先
住民族に受け入れられやすい地域密着型の活動をめざしたことは人的資源に限りのあ

るプロジェクト活動において、活動地域の拡大と効率性に貢献した。 

 

（５）C/P配置の効率性 
対象地域におけるC/Pの人数はおおむね適切であったが、プロジェクト地域が首都か

ら離れていることから基本的に中央の保健省と連携が取りにくい上、保健省における

C/Pが次官という要職にあったことから、具体的な業務の連携に結びつき難かった。 
 

（６）阻害要因 

中米における麻疹と風疹の撲滅の最終国として保健省がPAHO（汎アメリカ地域保健
機構）の支援によって強力に勧める予防接種キャンペーンがあると、CS・PSのすべての
通常活動が１ヵ月以上も停止してしまう。さらに、キャンペーン中のトレーニングとな

ると全く実施できない状態に陥ってしまい、トレーニングの延期や短期専門家の派遣時

期を変更せざるを得なかった。 

 

４－１－４ インパクト 

保健ボランティアが組織化されつつあり、ネットワーク化されていくと、コミュニティに

おける保健ボランティアの点の活動が相互扶助による反復と標準化につながり、加えて医療

従事者との対等な連携が生まれている。 

プロジェクト対象地域以外の医療従事者への乳幼児検診や健康教育のトレーニングが波

及し、他地域でも活動が開始されている。プロジェクト地域に配置された医学生、地域地図・

人口調査に参加した医学生はプロジェクト活動に触発されて、医師となった現在、子供の死

亡に対する意識が高く、良い診療活動を実施しているとの報告があった。 

また、伝統的産婆（Traditional Birth Attendant：TBA）が薬草教材を導入したいと希望し
て訪ねてくるようになってきている。 

現時点ではマイナスインパクトは特にない。 
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４－１－５ 自立発展性 

（１）組織・制度的側面 

プロジェクト活動を継続するための実施体制は確立しており、県保健事務所との協力

態勢も整いつつある。末端の医療施設に勤務する医師・准看護師らは政権交代に伴う人

事異動はほとんどないが、中央の保健省は政権交代の影響を受け、C/Pである次官がプ
ロジェクト開始時から既に３回交代している。したがって、政権交代の影響を極力抑え

る必要がある。 

 

（２）財政的側面 

本プロジェクトはなるべくコストをかけないで工夫しているため、本プロジェクト終

了後も同様の予算配分を行えれば活動が継続される可能性もある。ただし、少ないとは

いえプロジェクト運営にかかった活動経費をC/Pであるケツァルテナンゴ県保健事務所
が独自の予算で実施するように、あらかじめ活動範囲等を計画しておくことが必要であ

る。 

 

（３）技術的側面 

医療従事者の多数派である准看護師や保健スタッフらは地域出身者が多いことから、

人事異動面での人材流出はほとんどなく、専門家が直接トレーニングした医療従事者や

保健ボランティアの技術は定着する可能性は高い。しかしながら、真の技術の定着には

反復と継続的指導が必要であり、プロジェクト実施期間中に自立できる人材の育成と技

術レベルを保持していく仕組みづくりが重要である。さらに、現時点では移転された技

術のモニタリング（直接的には医療従事者や保健ボランティア、間接的には裨益する乳

幼児の親）は四半期ごとであり、結果には時間がかかると推測される。 

また、医師や看護師は地元出身でない場合が多いため、希望して異動していく可能性

がある。彼らは保健センター・保健ポストでは少人数であるが権限を持ち、施設運営に

おいて影響力があることから、人事異動の可能性を考慮して活動する必要がある。 

 

４－２ 結 論 

本プロジェクトは、実施されてから現在まで計画された活動の多くが、おおむね予定どおり

実施され、期待されていた活動の成果は順調に発現しつつある。その裏付けとして、短期間の

比較であるためわずかではあるが、指標の改善が認められ、基盤となるCS・PSの活動の標準化、
ケツァルテナンゴ県保健事務所によるモニタリングの必要性を強く認識した。ただし、C/Pと
同様に計画に欠かせないNGO（薬草NGOなど）との連携強化など、活動に十分な配慮と対策が
必要である。今後も活動が計画的に実施されるために、関係機関による必要な措置が講じられ

れば、プロジェクト目標の達成は可能であろう。 
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第５章 提言と教訓 
 

５－１ 提 言 

５－１－１ 保健／薬草ボランティアの支援メカニズムの検討 

プロジェクト活動では、保健ボランティアからのコミュニティにおける保健教育や重症児

のリファラルが、保健医療活動を促進し保健医療施設アクセスへの住民の理解の橋渡しを行

う重要な役目を担っている。現在では保健所の保健医療従事者が中心となって保健／薬草ボ

ランティアの活動の推進を行っているが、この活動は保健医療従事者の能力によるところが

多い可能性が高い。今後の保健／薬草ボランティア活動の継続性／発展性を踏まえ、保健／

薬草ボランティアをより包括的にサポートしていくメカニズムづくりについて、今後、検討

することを勧める。 

 

５－１－２ 県保健事務所の計画／運営／モニタリング機能の強化 

将来、プロジェクト活動をケツァルテナンゴ県の他地域に拡大していくには、プロジェク

ト活動において確立されつつある包括的な乳幼児保健サービス（乳幼児死因分析、人材育成、

乳幼児健診、乳幼児フォローアップ、リファラルシステムの改善、健康教育、保健／薬草ボ

ランティア活動、正しい薬草の使用方法など）の計画／運営／モニタリング機能を県保健事

務所にて強化していくことを勧める。 

 

５－１－３ グ国における包括的乳幼児保健サービスの将来的な拡大 

本プロジェクトの特徴である包括的乳幼児保健サービスは、乳幼児保健ケアの質の向上と

死亡数の減少に寄与している。さらに、ミレニアム目標のためにも寄与するものと考えてい

る。本プロジェクト活動をグ国全域に活用していくためには、プロジェクトの成果を中央政

府の政策に反映させていくことが重要である。これに関し国際協力局を通じた、厚生省内の

プログラム関連部局と連携を図っていくための調整メカニズムをつくり、制度化に向けて検

討していくことを勧める。 

そのためにプロジェクトは活動内容や活動成果を、随時、厚生省に対し情報発信するとと

もに、同活動成果をグッドプラクティスまたはガイドラインとして文書化することを勧める。 

 

５－１－４ NGO委託地域の保健サービスの改善 
プロジェクト対象地域でのNGO委託地域においては、乳幼児への保健サービス内容が異な

っている。これらの地域で死亡率を削減していくためには、これらの地域の情報を分析し対

応を図っていくことが必要である。 

 

５－２ 教 訓 

５－２－１ 包括的なアプローチ 

本プロジェクトにおいては、子供の健康を改善するために多角的な取り組みが行われてい

る。保健医療スタッフに対し診断・治療の技術のみならず、患者への対応を改善するための

コミュニケーション・スキルやモチベーション向上に向けての研修を行い、乳幼児のための

保健医療サービスの質の向上を図っている。また、コミュニティ・レベルでは保健／薬草ボ
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ランティア育成を通じて、子供の栄養改善や保健医療施設へのアクセス改善を図っている。

このような包括的な取り組みの結果、保健医療スタッフと母親との間に信頼関係が醸成され、

リスクの高い乳幼児への対応が改善されるものと考えられる。本プロジェクトに類似した地

域環境で包括的小児保健サービスを展開するには、これらの取り組み方法は有用である。 

 

５－２－２ 自立発展性を見越した活動 

本プロジェクトでは、低予算でありながらローカル･リソースを最大限活用することよっ

て、自立発展性を高めようとしている。本プロジェクトの中心柱である乳幼児ケアの活動は、

「５つの基礎ケア」の概念の導入／実施や薬草の活用を通じた、健康に対する意識強化を行

っている。これを通じ保健スタッフの意識改革／行動変容のほか、コミュニティにおいても

母親の意識の改善が図られており、定着しつつある。同活動はローコストでありながら、乳

幼児死亡率の低下に貢献するものと考えられることから、有効性および自立発展性が期待で

きる案件として類似地域への波及効果も言及し始めている。 
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第６章 団長所感 
 

６－１ 経 緯 

本プロジェクトは、グ国ケツァルテナンゴ県の６市（カブリカン、ウィタン、パレスチナ・

デ・ロス・アルトス、カホラ、サンミゲルシギラ、カンテル）を対象として、2005年10月から

４ヵ年の計画で協力を実施中である。同プロジェクトでは、５歳未満の乳幼児の特にグ国で死

亡の原因となっている呼吸器感染症および下痢症に焦点をあて、①一次保健医療施設（保健ポ

スト、保健所）のサービス強化（人材育成強化、乳幼児健診・フォローアップ、リファラル・

システム強化等）を行うとともに、②保健医療従事者や保健ボランティア、薬草ボランティア

が一体となって母親の乳幼児の健康に関する知識やケアの向上（健康教育の実施、保健ボラン

ティアによる乳幼児健診の促進や啓発、薬草ボランティアによる薬草の使用方法など）を図る

ものである。これにより、乳幼児の呼吸器感染症や下痢症を未然に防ぐとともに、リスクの高

い乳幼児に対する処置を強化するものである。 

2006年11月には運営指導調査を実施しており、この結果も踏まえ、協力の２年目にあたる

2007年10月中間評価を実施した。 

 

６－２ 評価結果概略 

プロジェクト期間前半においては、特に保健医療施設における活動に重点がおかれ、実施さ

れてきた。保健センターごとに担当地域の乳幼児死亡原因を調査し、地域地図を作成した。戸

籍登録が未整備のため担当地域の軒ごとに番号を付した上で、地図上に各家庭の乳幼児の状況

をプロット（乳幼児の死亡した家庭、病気の子供を持つ家庭など）し、簡易に地域の状況が把

握できるようにした。また、保健医療従事者については診断／診療技術のみならず、コミュニ

ケーション・スキルの向上に関する研修を実施し、乳幼児健診やその後のフォローアップ活動

を促進する他、リファラルの向上を図った。 

母親の知識向上については保健医療従事者による健康教育（「基礎的な５つのケア」）を実施

しているが、保健ボランティアや薬草ボランティアを通じた母親への啓発は、今後の活動での

展開が見込まれる状況である。 

これらの結果、対象地域における診療件数は増加傾向にあり（2004年と2006年のデータの比

較で診療件数は約150％の伸び）、乳幼児死亡数も減少傾向（2004年と2006年の比較で乳児死亡

数は約66％に減少）にあることから、効果が発現しつつあるとはいえ、評価結果として、おお

むね良好と判断した。また短期間において多数の活動を展開できたのは、日本人専門家の尽力

によるものが大きい。 

 

６－３ 本プロジェクトの特徴 

本プロジェクトでは、保健医療施設に所属する保健医療従事者が中心となって、担当のケツ

ァルテナンゴ県地域の死因分析から、乳幼児健診・フォローアップ、診断、診療、健康教育を

実施している。ケツァルテナンゴ県の６市の保健医療従事者からのプレゼンテーションでは、

乳幼児の死亡原因の分析を通じ保健医療従事者の意識が高まった点、これらの活動から母親の

保健医療施設／従事者への信頼度が高まってきている点について報告が行われた。また、地域

で長年使用されている薬草をプロジェクト活動に取り込むことにより、より親しみやすい工夫
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を行うなど、地域住民（母親）の立場を踏まえた上で、保健医療施設レベルと地域レベルでの

双方から、包括的なアプローチを行っているのが本プロジェクトの特徴といえる。 

 

６－４ 課題と提言 

６－４－１ 保健／薬草ボランティアの支援メカニズムの検討 

現在の活動では、保健医療施設において、保健ボランティアと薬草ボランティアを募って

おり、保健ボランティアについては保健医療従事者が、薬草ボランティアについてはNGOの
現地専門家２名がそれぞれ研修を実施することとなっている。（保健と薬草のボランティア

をあえて二つに分けた理由は、薬草ボランティアについては、代々親から経験的に薬草につ

いて知識を習得し、かつ薬草について高い関心を持つものでないと勤まらないため、二つに

分けた方がうまくいくとのことであった。） 

特に人口の多い地域においては、住民（母親）へのアウトリーチを促進するためにボラン

ティアの役割は重要である。今後、これらのボランティア活動を展開・継続していくために

は、保健医療従事者個人の指導のみによるよりも、ボランティアが所属する地域社会（市町

村など）からの支援も得て、保健医療従事者と地域が協働していくことが必要ではないかと

思われた。他方、中南米についてはアジアなどと比べ、社会的組織が脆弱であるとの指摘も

あったため、これについての具体的取り組みについては、今後の活動の中で検討していくこ

ととして、提言を行っている。 

 

６－４－２ 県保健事務所の計画／運営／モニタリング機能の強化 

現状では、本プロジェクトの計画・運営は日本人専門家に任されている部分が大きく、プ

ロジェクト終了後の継続性やケツァルテナンゴ県内の他市における事業の拡大を考えた場

合、プロジェクトの後半においては県保健事務所における計画、運営、モニタリング機能の

強化を図っていくことが必要と判断し、その旨提言を行った。 

これに関し、日本人専門家からのヒアリングによれば、県保健事務所における人員不足が

課題とのことであるが、県保健事務所の他の通常業務の中の一つとして取り込んでいくこと

が重要であり、まずは既存の組織構造の中でどのように担当を振り分けるのか、などについ

て先方と話し合いを行うことから始めることを薦めたい。 

また、先方との協議を通して、モニタリングの意義について共通認識を高める必要がある

ように感じた。モニタリングを通じ、脆弱な部分については適切な対応を図り、また計画に

反映させていくことが重要であり、これらの一連のプロセスを県保健事務所の通常業務の一

つとして取り込んでいくことが重要と思われた。 

 

６－４－３ 包括的な乳幼児保健サービスの将来的な拡大に向けての努力 

本プロジェクトは２に述べたような成果を出しつつあり、また、これらの活動を通し、対

象地域の多くの医療従事者の意識に変化が生じているのを先方のプレゼンテーションから

感じ取ることができた。県事務所長の言によれば、既にケツァルテナンゴ県の他地域も本プ

ロジェクトの活動に関心を寄せているとのことである。今後の成果発現状況にもよるが、現

状から判断する限り、将来的にはグ国全土にて活用することも十分可能と思われた。そのた

め、プロジェクト後半においては、本プロジェクトの成果を保健医療政策に反映していくこ



－37－ 

とも念頭に、厚生省との連携を強化していくことが重要と判断し、その旨提言を行った。こ

れについては、前回の運営指導調査の提言により、既に厚生省の国際協力局を窓口として強

化しているが、政策への反映を想定する場合にはプログラムを担当する部局との情報・意見

交換が重要である。厚生省には子供の健康を包括的に扱う部署が存在せず、プログラムごと

に担当部署が異なるため、従来どおり国際協力局を窓口とした上で、担当部署との調整を図

っていくことが必要と思われた。 

また、プロジェクトの成果を随時行っていくことに加え、プロジェクトの最終年次には成

果をグッド・プラクティス集またはガイドラインとして文書化していくことが必要であり、

これについても提言に含めた。 

 

６－４－４ NGO委託地域の保健サービスの改善 
対象地域の６市内に厚生省がNGOと契約を行い、辺境地域などにおける保健医療サービス

をNGOに一括委託しているとのことである。県保健事務所長からのヒアリングでは、厚生省
とNGOは甲乙関係にあり、厚生省がNGOの活動を３ヵ月ごとに評価を行い監督をしていると
ともに、NGOの診療所で対処できないものについては、保健センターにリファーするように
指導を行っているとのことであった。 

他方、日本人専門家からのヒアリングでは、NGOの診療所においては月に１度のみ診察を
行っている場合があり、また、保健センター側もNGOに委託した地域への関心が低いとのこ
とであった。これに関し、将来的に公平な保健医療サービスを提供していくことの重要性を

厚生省に伝えるとともに、本プロジェクトの活動としては、NGO委託地域における情報を正
確にとらえ、対応を図っていく必要性について提言として取りまとめた。 

 

６－５ 留意事項 

６－５－１ NSチャートについて 
NS（「こどもの健康」）チャートは乳幼児の呼吸器感染症および下痢症に関する診断と治療

に関し、チェックリストのような形で取りまとめられており、保健医療従事者が迅速に診

断・治療ができるように工夫が行われている。この有用性について現場の保健医療従事者の

みならず県保健事務所長も高い評価をしている。IMCIとの整合性について県保健事務所長と
協議を行ったところ、IMCI（Integrated Management of Childhood Illness：小児疾患統合管理）
のチャートも使用しながら、迅速な対応が必要な場合はNSチャートを使用するなど、双方は
並存する関係のものであり、IMCIとの整合性も確保していることから、厚生省からもそのよ
うな理解を得ているとの説明であった。 

これらの情報も踏まえ、現段階でNSチャートのみを取り上げてグ国内での位置づけや制度
化について厚生本省と議論することは必ずしも適切でないと判断し、包括的な乳幼児保健サ

ービスのアプローチの一環として、NSチャートの内容も十分レビューした上で、プロジェク
ト活動の後半において厚生省と情報・意見交換を進めることが適当であると判断した。 

 

６－５－２ パレスチナ・デ・ロス・アルトス市の対応について 

他の市に比べ、パレスチナ・デ・ロス・アルトス市においては保健センター所長の乳幼児

保健サービス強化に関する認識が低く、これまでプロジェクトより再三にわたり協力を求め
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てきたものの同市においてはいまだに協力が得られないことから、日本人専門家より内々に

プロジェクト対象地区からはずしていくことも検討が必要ではないかとの相談があった。こ

れについて、今後本プロジェクトの成果をプロジェクト終了後に他地域に拡大していった際

には、同様の問題は生じうることであり、その観点からも、今後の参考のために同地域の状

況を引き続き把握していくことは必要と判断し、その旨説明を行った。 

また、プロジェクトが同市に特別に注力を注ぐ結果、他市での活動が停滞することは避け

るべきであることから、同市については可能な範囲での対応とし、それにより当初の成果が

見込まれなくともやむを得ないと判断し、その旨、日本人専門家に説明を行った。 

 

６－５－３ 青年海外協力隊（JOCV）との連携について 
本プロジェクトと青年海外協力隊事業（JOCV）との連携について、プロジェクト専門家

およびJOCV３名（カンテル保健センターの片岡氏、パレスチナ保健センターの三浦氏、カ
ブリカン保健センターの本間氏）と個別にヒアリングを行った。JOCVはプロジェクトの月
例会議に参加し情報の交換を行うほか、プロジェクトにより作成された教材を活用している

様子が伺われた。また、プロジェクト専門家も相談役としてJOCVに対し適宜アドバイスを
行っており、双方のメリットを生かす形で進行しているようであり、連携は既に順調に進み

つつあるように見受けられた。 

今後の連携の方向性については関係者間の協議により進めるべきであるが、以下の点を検

討していくことも考えられる。 

 

（１）本プロジェクト実施中における連携について 

今後、プロジェクトにおいて保健／薬草ボランティア活動を推進する際に、JOCVが
ボランティア性を生かしながらどのような活動を行うか、プロジェクトとJOCVにて検
討を行う。 

 

（２）プロジェクト終了後も見据えたJOCVの派遣について 
「西部高原地域農村生活改善プログラム」の中で、本プロジェクトの成果を第１段階

としてケツァルナンゴ県の全域に普及させ、その後、他県に普及させていくことを念頭

にJOCVの派遣計画を検討する。 
 

（３）政権交代について 

2007年11月の大統領選挙により政権が交代した場合には、厚生省や県保健事務所の要

職ポストは全面的に人員が入れ替わる予定とのことである。これに関し、厚生省では今

回初めての取り組みとして、政権交代後も事業実施に支障が生じないよう「引き継ぎプ

ログラム」（事業ごとの引継書の作成）を準備しているとのことである。本プロジェク

トについては、政権交代前に、この引き継ぎプログラムに本プロジェクトの概要や成果

が含まれていることを、あらかじめ確認しておくことが重要であり、また政権交代後に

厚生本省に対し本プロジェクトについて十分説明を行っておくことが必要である。 

 



－39－ 

６－６ PDMの変更 

今回の中間評価を通し、R/D締結時に作成されたPDM（ゼロ・バージョン）について、主に2
つの変更を加えた。ひとつは、プロジェクト上位目標／目標の指標に関し、当初、乳幼児死亡

率を50％減少させるとしていたが、これについて県保健事務所から乳児死亡数を25％減少に変

更したいとの申し入れがあり、これを承認し、変更することとした。R/D締結時に野心的な目
標を掲げることが重要との主張から乳児死亡率（IMR）50％の減少とした由であるが、これま
での死亡数減少の推移なども踏まえると乳児死亡数25％減少が適切であるとの理由であり、妥

当と判断した。（なお、プロジェクト目標の指標に関し、当初、「呼吸器感染症や下痢症を原因

とする乳児死亡率」としていたが、特定疾患による乳児の死亡について統計からデータ抽出す

るのが困難であることと、対象地域における人口規模が比較的小規模で、かつ海外への出稼ぎ

による人口の流出・入による変動が大きいことから人口の総数から割り出す死亡率ではなく絶

対値の死亡数を指標とする方が妥当とのことであり、「乳児死亡数」とした。）もう一方は、上

記４の（２）に基づき、県保健事務所の計画・運営・モニタリング評価を「成果３」として加

筆することとした。これらを踏まえPDM（１バージョン）として評価報告書に添付した。 
なお、今回の変更はプロジェクト目標、成果レベルのものであり、今後この方向性に沿い活動

内容を整理し、保健省との間で合意を形成していくことが必要であり、その旨ミニッツに記載

した。 

 

６－７ 今後について（所感にかえて） 

プロジェクト開始時より、丸２年の間に多数の活動が行われ、教材などの成果品が既に完成

しているほか、保健医療施設の利用数の増加や死亡数の減少などの成果が発現しており、特に

日本人専門家の果たした役割は重要であったと認識した。 

今後は上記の提言に関し、特に県保健事務所における機能強化と厚生省との政策レベルでの連

携を強化していくことが必要である。特に後者については、JICAグ駐在員事務所とも連絡を密
に行い、必要に応じ事務所からも支援を行っていくことも重要と考えられる。 

PDMについては、今後活動レベルでの修正を行うことが必要とされる。プロジェクトから変更
の提案をいただいたが、活動内容が網羅的で第三者からみたときには、それぞれの活動の位置

づけが把握しにくく感ぜられた。むしろ、PDMにおける活動内容はある程度包括的な表現にし
ておき、より詳細な活動項目についてはPDMの範囲内のものとして、別途活動チェックリスト
のような形で共有した方が整理しやすいと思われる。プロジェクトからの提案をベースに、

PDMの活動案も調査団にて作成したので、今後活動案作成において参考とされたい。なお、PDM
の活動の整理については、今後JICA事務所を通じJICAグ駐在員本部と調整を図ることとしたい。 
 



付 属 資 料 

 

１．ミニッツならびに中間評価報告書（写） 

 

２．PDM 0バージョン 
 

３．PDM 1バージョン（中間評価調査時の変更案） 
 

４．評価グリッドと回答 

 

５．JICA専門家の派遣実績 
 

６．供与機材リスト 

 

７．カウンターパートの配置 

 

８．投入実績 

 

９．成果品リスト 

 

10．青年海外協力隊チーム派遣実績 

 

11．活動報告プレゼンテーション資料 

 

12．PDM 0バージョン和訳訂正案（中間評価団案） 
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